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教育課程企画特別部会 論点整理（抜粋） 

１．２０３０年の社会と子供たちの未来 

 本「論点整理」は、２０３０年の社会と、そして更にその先の豊かな未来を築くために、

教育課程を通じて初等中等教育が果たすべき役割を示すことを意図している。 

 グローバル化は我々の社会に多様性をもたらし、また、急速な情報化や技術革新は人間

生活を質的にも変化させつつある。こうした社会的変化の影響が、身近な生活も含め社会

のあらゆる領域に及んでいる中で、教育の在り方も新たな事態に直面していることは明ら

かである。 

 そこで本「論点整理」は、学校を、変化する社会の中に位置付け、教育課程全体を体系

化することによって、学校段階間、教科等間の相互連携を促し、さらに初等中等教育の総

体的な姿を描くことを目指すものである。 

（１）新しい時代と社会に開かれた教育課程 

○ 将来の変化を予測することが困難な時代を前に、子供たちには、現在と未来に向けて、

自らの人生をどのように拓
ひら

いていくことが求められているのか。また、自らの生涯を生

き抜く力を培っていくことが問われる中、新しい時代を生きる子供たちに、学校教育は

何を準備しなければならないのか。 

（新たな学校文化の形成） 

○ 我が国の近代学校制度は、明治期に公布された学制に始まり、およそ７０年を経て、

昭和２２年には現代学校制度の根幹を定める学校教育法が制定された。今また、それか

ら更に７０年が経
た

とうとしている。この１４０年間、我が国の教育は大きな成果を上げ、

蓄積を積み上げてきた。この節目の時期に、これまでの蓄積を踏まえ評価しつつ、新し

い時代にふさわしい学校の在り方を求め、新たな学校文化を形成していく必要がある。 

○ 予測できない未来に対応するためには、社会の変化に受け身で対処するのではなく、

主体的に向き合って関わり合い、その過程を通して、一人一人が自らの可能性を最大限

に発揮し、よりよい社会と幸福な人生を自ら創り出していくことが重要である。 

○ そのためには、教育を通じて、解き方があらかじめ定まった問題を効率的に解ける力

を育むだけでは不十分である。これからの子供たちには、社会の加速度的な変化の中で

も、社会的・職業的に自立した人間として、伝統や文化に立脚し、高い志と意欲を持っ

て、蓄積された知識を礎としながら、膨大な情報から何が重要かを主体的に判断し、自

ら問いを立ててその解決を目指し、他者と協働しながら新たな価値を生み出していくこ

とが求められる。学校の場においては、子供たち一人一人の可能性を伸ばし、新しい時



 

 

 

代に求められる資質・能力を確実に育成していくことや、そのために求められる学校の

在り方を不断に探究する文化を形成していくことが、より一層重要になる。 

（「学校」の意義） 

○ 子供たちに必要な資質・能力を育成していくため、今後の学校教育にはどのような役

割が期待されるのだろうか。それを考えるためには、社会的変化を視野に入れつつ、教

育の姿を総体的に描きながら、「学校」の意義についても今一度捉え直していく必要が

ある。 

○ 学校とは、社会への準備段階であると同時に、学校そのものが、子供たちや教職員、

保護者、地域の人々などから構成される一つの社会でもある。子供たちは、学校も含め

た社会の中で、生まれ育った環境に関わらず、また、障害の有無に関わらず、様々な人

と関わりながら学び、その学びを通じて、自分の存在が認められることや、自分の活動

によって何かを変えたり、社会をよりよくしたりできることなどの実感を持つことがで

きる。 

○ そうした実感は、子供たちにとって、人間一人一人の活動が身近な地域や社会生活に

影響を与えるという認識につながり、これを積み重ねることにより、地球規模の問題に

も関わり、持続可能な社会づくりを担っていこうとする意欲を持つようになることが期

待できる。学校はこのようにして、社会的意識や積極性を持った子供たちを育成する場

なのである。 

○ 子供たちが、身近な地域を含めた社会とのつながりの中で学び、自らの人生や社会を

よりよく変えていくことができるという実感を持つことは、貧困などの目の前にある生

活上の困難を乗り越え、貧困が貧困を生むというような負の連鎖を断ち切り未来に向け

て進む希望と力を与えることにつながるものである。 

○ このように考えると、子供たちに、新しい時代を切り拓
ひら

いていくために必要な資質・

能力を育むためには、学校が社会や世界と接点を持ちつつ、多様な人々とつながりを保

ちながら学ぶことのできる、開かれた環境となることが不可欠である。 

○ こうした社会とのつながりの中で学校教育を展開していくことは、我が国が社会的な

課題を乗り越え、未来を切り拓
ひら

いていくための大きな原動力ともなる。未曾有
み ぞ う

の大災害

となった東日本大震災における困難を克服する中でも、子供たちが現実の課題と向き合

いながら学び、国内外の多様な人々と協力し、被災地や日本の未来を考えていく姿が、

復興に向けての大きな希望となった。人口減少下での様々な地域課題の解決に向けても、

社会に開かれた学校での学びが、子供たち自身の生き方や地域貢献につながっていくと

ともに、地域が総がかりで子供の成長を応援し、そこで生まれる絆
きずな

を地域活性化の基盤

としていくという好循環をもたらすことになる。ユネスコが提唱する持続可能な開発の

ための教育（ＥＳＤ）も、身近な課題について自分ができることを考え行動していくと

いう学びが、地球規模の課題の解決の手掛かりとなるという理念に基づくものである。 



 

 

 

○ このように、学校は、今を生きる子供たちにとって、現実の社会との関わりの中で、

毎日の生活を築き上げていく場であるとともに、未来の社会に向けた準備段階としての

場でもある。日々の豊かな生活を通して、未来の創造を目指す。そのための学校の在り

方を探究し、新しい学校生活の姿と、求められる教育や授業の姿を描き、教科等の在り

方を探究していく。この俯瞰
ふ か ん

的かつ総合的な視点を大切にしたいと考えている。 

（社会に開かれた教育課程） 

○ そのためには、子供たちの学校生活の核となる教育課程について、その役割を捉え直

していくことが必要である。学校が社会や地域とのつながりを意識する中で、社会の中

の学校であるためには、教育課程もまた社会とのつながりを大切にする必要がある。学

校がその教育基盤を整えるにあたり、教育課程を介して社会や世界との接点を持つこと

が、これからの時代においてより一層重要となる。 

○ これからの教育課程には、社会の変化に目を向け、教育が普遍的に目指す根幹を堅持

しつつ、社会の変化を柔軟に受け止めていく「社会に開かれた教育課程」としての役割

が期待されている。 

 このような「社会に開かれた教育課程」としては、次の点が重要になる。 

① 社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、よりよい学校教育を通じてよりよい社会を

創るという目標を持ち、教育課程を介してその目標を社会と共有していくこと。 

② これからの社会を創り出していく子供たちが、社会や世界に向き合い関わり合い、

自らの人生を切り拓
ひら

いていくために求められる資質・能力とは何かを、教育課程にお

いて明確化し育んでいくこと。 

③ 教育課程の実施に当たって、地域の人的・物的資源を活用したり、放課後や土曜日

等を活用した社会教育との連携を図ったりし、学校教育を学校内に閉じずに、その目

指すところを社会と共有・連携しながら実現させること。 

○ このためには、教育課程の基準となる学習指導要領及び幼稚園教育要領（以下「学習

指導要領等」という。）も、各学校が「社会に開かれた教育課程」を実現していくこと

に資するものでなければならない。 

○ さらに、こうした教育課程の理念を具体化するためには、学習・指導方法や評価の在

り方と一貫性を持って議論し改善していくことが必要である。本「論点整理」はこうし

た問題意識の下、学習指導要領等の在り方に留
とど

まらず、これからの教育の在り方全体を

視野に入れて、教員の在り方や教育インフラ等についても取りまとめている。 

（世界をリードする役割） 

○ 本「論点整理」の姿勢は、上記のような総合的な視野からのカリキュラム改革を目指

すものである。こうした改革は国際的な注目も集めているところであり、例えば、ＯＥ

ＣＤとの間で実施された政策対話の中では、学力向上を着実に図りつつ、新しい時代に



 

 

 

求められる資質・能力の向上という次の段階に進もうとしている日本の改革が高く評価

されるとともに、その政策対話等の成果をもとに、２０３０年の教育の在り方を国際的

に議論していくための新しいプロジェクトが立ち上げられたところである。こうした枠

組みの中でも、日本の改革は、もはや諸外国へのキャッチアップではなく、世界をリー

ドする役割を期待されている。 

（日本の子供たちの学びを支え、世界の子供たちの学びを後押しする） 

○ 現在検討されている次期学習指導要領等は、過去のスケジュールを踏まえて実施され

れば、例えば小学校では、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される２

０２０年から、その１０年後の２０３０年頃までの間、子供たちの学びを支える重要な

役割を担うことになる。 

○ このように、教育の将来像を描くに当たって一つの目標となる２０３０年の社会の在

り方を見据えながら、その先も見通した初等中等教育の在り方を示し、日本の子供たち

の学びを支えるとともに、世界の子供たちの学びを後押しするものとすることが、今回

の改訂に課せられた使命である。 

（２）前回改訂の成果と次期改訂に向けた課題 

（前回改訂までの成果） 

○ 学習指導要領等については、これまでも、時代の変化や子供たちの実態、社会の要請

等を踏まえ、数次にわたり改訂されてきた。例えば、我が国が工業化という共通の社会

的目標に向けて、教育を含めた様々な社会システムを構想し構築していくことが求めら

れる中で示された昭和３３年の学習指導要領、また、高度経済成長が終焉
しゅうえん

を迎える中で

個性重視のもと新しい学力観を打ち出した平成元年の学習指導要領等など、時代や社会

の変化とともに、学習指導要領等も改訂を重ねてきた。改訂に当たっては、時代の変化

や社会の要請などの読み取りを通して、将来への展望が問われてきた。 

○ そこでは、学習指導要領等の成果と課題の検証を通じて、次の学習指導要領等を構築

するという作業が重ねられてきており、そうした積み重ねの上に、学習指導要領等は築

かれてきたのである。 

○ 平成２０年及び平成２１年に行われた前回の改訂では、教育基本法の改正により明確

になった教育の目的や目標を踏まえ、子供たちの「生きる力」の育成をより一層重視す

る観点から見直しが行われた。 

○ 特に学力については、学校教育法第３０条第２項に示された「基礎的な知識及び技能」、

「これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力その他の能力」

及び「主体的に学習に取り組む態度」の、いわゆる学力の三要素から構成される「確か

な学力」をバランス良く育むことを目指し、教育目標や内容が見直されるとともに、習

得・活用・探究という学習過程の中で、学級やグループで話し合い発表し合うなどの言



 

 

 

語活動や、他者、社会、自然・環境と直接的に関わる体験活動等を重視することとされ

たところである。 

○ これを踏まえて、各学校では真摯な取組が重ねられており、その成果の一端は、近年

改善傾向にある国内外の学力調査の結果にも表れていると考えられる。 

 また、幼児教育についても、教育基本法の改正によりその基本的な考え方が明確にさ

れ、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、子供の主体性を大事にしつつ、

一人一人に向き合い、総合的な指導を通じて、学校教育の一翼を担ってきている。 

○ このような成果を踏まえれば、前回改訂において重視された学力の三要素のバランス

のとれた育成や、各教科等を貫く改善の視点であった言語活動や体験活動の重視等につ

いては、その成果を受け継ぎ、引き続き充実を図ることが重要であると考える。 

（次期改訂に向けての課題） 

○ こうした真摯な取組が着実に成果を上げつつある一方で、我が国の子供たちについて

は、判断の根拠や理由を示しながら自分の考えを述べたり、実験結果を分析して解釈・

考察し説明したりすることなどについて課題が指摘されることや、自己肯定感や主体的

に学習に取り組む態度、社会参画の意識等が国際的に見て相対的に低いことなど、子供

が自らの力を育み、自ら能力を引き出し、主体的に判断し行動するまでには必ずしも十

分に達しているとは言えない状況にある。 

○ それは、社会において自立的に生きるために必要な力として掲げられた「生きる力」

を育むという理念について、各学校の教育課程への、さらには、各教科等の授業への浸

透や具体化が、必ずしも十分でなかったところに原因の一つがあると考えられる。 

○ 前回改訂時の答申に示されたように、２１世紀は、新しい知識・情報・技術が社会の

あらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す、いわゆる「知識基盤社会」

の時代である。こうした社会像についての認識を継承しつつ、さらにこれからは、グロ

ーバル化や情報化をはじめとした社会の加速度的な変化にどのように向き合い関わって

いくのかが問われなければならない。将来の予測が困難な複雑で変化の激しい社会の中

で求められる力の育成を、各学校の教育課程や各教科等の授業まで浸透させ具体化して

いくことが、これまで以上に強く求められることになる。 

○ そこで、「社会に開かれた教育課程」の視点に立ち、社会の変化に向き合い適切に対

応していくため、学校教育を通じて育むべき資質・能力を教育課程全体の構造の中でよ

り明確に示し、それらを子供たちが確実に身に付けることができるよう、教育課程の全

体像を念頭に置きながら日々の教育活動を展開していくことが求められている。 

○ そのためにはまず、各教科等の在り方を考える際に、教育課程の要素全体が相互に有

機的に関係し合って機能しているかどうかが問われなければならない。改訂を重ねるご

とに各教科等の独自性が増していく状況に対して、果たして教育課程が、学校全体の教

育活動のバランスや調和といった観点から、その総体的な意義や存在感をどこまで示し



 

 

 

ているか、学校教育目標の達成にどのような役割を果たしているかを検討する必要があ

る。 

○ 前回改訂においては、各教科等を貫く改善の視点として言語活動の充実を掲げ、教科

等の枠を越えた具体的な展開を求めたことによって、一定の成果は得られつつある。そ

こでさらに、教育課程の全体像を念頭に置いた教育活動の展開という観点から、一層の

浸透や具体化を図る必要があり、それには、学習指導要領等やそれを基に編成される教

育課程の在り方について、更なる見直しが必要と考えられる。 

○ つまり、これまでの学習指導要領は、知識や技能の内容に沿って教科等ごとには体系

化されているが、今後はさらに、教育課程全体で子供にどういった力を育むのかという

観点から、教科等を越えた視点を持ちつつ、それぞれの教科等を学ぶことによってどう

いった力が身に付き、それが教育課程全体の中でどのような意義を持つのかを整理し、

教育課程の全体構造を明らかにしていくことが重要となってくる。 

○ 目指す方向は、教科等を学ぶ本質的な意義を大切にしつつ、教科等間の相互の関連を

図ることによって、それぞれ単独では生み出し得ない教育効果を得ようとする教育課程

である。そのために、教科等の意義を再確認しつつ、互いの関連が図られた、全体とし

てバランスのとれた教育課程の編成が課題とされるのである。 

○ こうした方向性に基づき、各学校が目指す教育目標を教育課程として具体化し、これ

までの学力向上に向けた真摯な取組の成果をさらに伸ばしつつ、学校生活において子供

たちが身に付ける資質・能力全体に目を向け、教育実践の工夫や改善を図っていくこと

ができるよう、そのための手掛かりとなり得る学習指導要領等が求められている。 

○ 以上のように、前回改訂の成果を受け継ぎながら、次期学習指導要領等が役割を担う

こととなる２０３０年頃までの変化を見据えつつ、その先もさらに見通しながら、学習

指導要領等の在り方について持続的な見直しを図り、学習指導要領等を構造化していく

とともに、その構造を各学校が十分に理解した上で教育課程を編成できるようにするこ

とが、次期改訂に向けた大きな課題である。 

 

２．新しい学習指導要領等が目指す姿 

（１）新しい学習指導要領等の在り方について 

○ 学習指導要領等は、学校教育法に基づき国が定める教育課程の基準であり、教育の目

標や指導すべき内容等を体系的に示している。各学校は、学習指導要領等に基づき、そ

の記述の意味や解釈などの詳細について説明した教科等別の解説を踏まえ、教育課程を

編成し、年間指導計画等や授業等ごとの学習指導案等を作成し、実施するものと定めら

れている。 



 

 

 

○ 各学校が今後、教育課程を通じて子供たちにどのような力を育むのかという教育目標

を明確にし、それを広く社会と共有・連携していけるようにするためには、教育課程の

基準となる学習指導要領等が、「社会に開かれた教育課程」を実現するという理念のも

と、学習指導要領等に基づく指導を通じて子供たちが何を身に付けるのかを明確に示し

ていく必要がある。 

○ そのためには、指導すべき個別の内容事項の検討に入る前に、まずは学習する子供の

視点に立ち、教育課程全体や各教科等の学びを通じて「何ができるようになるのか」と

いう観点から、育成すべき資質・能力を整理する必要がある。その上で、整理された資

質・能力を育成するために「何を学ぶのか」という、必要な指導内容等を検討し、その

内容を「どのように学ぶのか」という、子供たちの具体的な学びの姿を考えながら構成

していく必要がある。 

（学習プロセス等の重要性を踏まえた検討） 

○ こうした検討の方向性を底支えするのは、「学ぶとはどのようなことか」「知識とは

何か」といった、「学び」や「知識」等に関する科学的な知見の蓄積である。 

○ 学びを通じた子供たちの真の理解、深い理解を促すためには、主題に対する興味を喚

起して学習への動機付けを行い、目の前の問題に対しては、これまでに獲得した知識や

技能だけでは必ずしも十分ではないという問題意識を生じさせ、必要となる知識や技能

を獲得し、さらに試行錯誤しながら問題の解決に向けた学習活動を行い、その上で自ら

の学習活動を振り返って次の学びにつなげるという、深い学習のプロセスが重要である。

また、その過程で、対話を通じて他者の考え方を吟味し取り込み、自分の考え方の適用

範囲を広げることを通じて、人間性を豊かなものへと育むことが極めて重要である。 

○ また、学習のプロセスにおいて、人類の知的活動を通して蓄積され精査されてきた多

様な思考の在り方を学び、その枠組みに触れることは、問題発見・解決の手法や主体的

に考える力を身に付けるために有効であり、その点で教科間の区別を超えて重要である。 

○ 身に付けるべき知識に関しても、個別の事実に関する知識と、社会の中で汎用的に使

うことのできる概念等に関する知識とに構造化されるという視点が重要である。個々の

事実に関する知識を習得することだけが学習の最終的な目的ではなく、新たに獲得した

知識が既存の知識と関連付けられたり組み合わされたりしていく過程で、様々な場面で

活用される基本的な概念等として体系化されながら身に付いていくということが重要で

ある。技能についても同様に、獲得した個別の技能が関連付けられ、様々な場面で活用

される複雑な方法として身に付き熟達していくということが重要であり、こうした視点

に立てば、長期的な視野で学習を組み立てていくことが極めて重要となる。 

○ こうした「学び」や「知識」等に関する知見は、芸術やスポーツ等の分野における学

びについても当てはまるものであり、これらの分野における学習のプロセスやそれを通



 

 

 

じて身に付く力の在り方も含めて、教育課程全体の中で構造化していくことが必要であ

る。 

（人生を主体的に切り拓
ひら

くための学び） 

○ 子供たち一人一人は、多様な可能性を持った存在であり、多様な教育ニーズを持って

いる。成熟社会において新たな価値を創造していくためには、一人一人が互いの異なる

背景を尊重し、それぞれが多様な経験を重ねながら、様々な得意分野の能力を伸ばして

いくことが、これまで以上に強く求められる。一方で、苦手な分野を克服しながら、社

会で生きていくために必要となる力をバランスよく身に付けていくことも重要である。 

○ また、子供たちに社会や職業で必要となる資質・能力を育むためには、学校と社会と

の接続を意識し、一人一人の社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能力や態度

を育み、キャリア発達を促す「キャリア教育」の視点も重要である。学校教育に「外の

風」、すなわち、変化する社会の動きを取り込み、世の中と結び付いた授業等を通じて

子供たちにこれからの人生を前向きに考えさせることが、主体的な学びの鍵となる。 

○ これらの視点を重視しながら、未来に向かって成長しようとしている子供たちが、学

びに関して持っている潜在的な力を、教育を通じて洗練させ、教員自らもその力を発揮

し、教室や社会で共に生き生きと活躍できるようにするために、学習指導要領等の在り

方を検討していかなければならない。 

（２）育成すべき資質・能力について 

①育成すべき資質・能力についての基本的な考え方 

○ 学習指導要領等がどのような資質・能力の育成を目指すのかについては、教育法令が

定める教育の目的・目標等を踏まえて検討する必要がある。教育基本法に定める教育の

目的を踏まえれば、育成すべき資質・能力の上位には、常に個人一人一人の「人格の完

成」と、「平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質」を備えた心身とも

に健康な国民の育成があるべきである。 

（現代的な課題） 

○ 教育基本法が目指すこうした教育の目的を踏まえつつ、社会の質的変化等を踏まえた

現代的な課題に即して、これからの時代に求められる人間の在り方を描くとすれば、以

下のような在り方などが考えられる。 

・社会的・職業的に自立した人間として、郷土や我が国が育んできた伝統や文化に立脚

した広い視野と深い知識を持ち、理想を実現しようとする高い志や意欲を持って、個

性や能力を生かしながら、社会の激しい変化の中でも何が重要かを主体的に判断でき

る人間であること。 



 

 

 

・他者に対して自分の考え等を根拠とともに明確に説明しながら、対話や議論を通じて

多様な相手の考えを理解したり自分の考え方を広げたりし、多様な人々と協働してい

くことができる人間であること。 

・社会の中で自ら問いを立て、解決方法を探索して計画を実行し、問題を解決に導き新

たな価値を創造していくとともに新たな問題の発見・解決につなげていくことのでき

る人間であること。 

○ 人間としてのこうした在り方を、教育課程の在り方に展開させるには、必要とされる

資質・能力の要素についてその構造を整理しておく必要がある。 

○ この点について、海外の事例や、カリキュラムに関する先行研究等に関する分析によ

れば、育成すべき資質・能力の要素が、知識に関するもの、スキルに関するもの、情意

（人間性など）に関するものの三つに大きく分類されている。 

 上記の三要素を、学校教育法第３０条第２項が定める学校教育において重視すべき三

要素（「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「主体的に学習に取り組む態度」）

に照らし合わせると、これらの考え方は大きく共通するものであることがわかる。 

（資質・能力の要素） 

○ これら三要素を議論の出発点としながら、学習する子供の視点に立ち、育成すべき資

質・能力を以下のような三つの柱（以下「三つの柱」という。）で整理することが考え

られる。教育課程には、発達に応じて、これら三つをそれぞれバランスよくふくらませ

ながら、子供たちが大きく成長していけるようにする役割が期待されており、各教科等

の文脈の中で身に付けていく力と、教科横断的に身に付けていく力とを相互に関連付け

ながら育成していく必要がある。 

ⅰ）「何を知っているか、何ができるか（個別の知識・技能）」 

各教科等に関する個別の知識や技能などであり、身体的技能や芸術表現のための技

能等も含む。基礎的・基本的な知識・技能を着実に獲得しながら、既存の知識・技能

と関連付けたり組み合わせたりしていくことにより、知識・技能の定着を図るととも

に、社会の様々な場面で活用できる知識・技能として体系化しながら身に付けていく

ことが重要である。 

 

ⅱ）「知っていること・できることをどう使うか（思考力・判断力・表現力等）」 

問題を発見し、その問題を定義し解決の方向性を決定し、解決方法を探して計画を

立て、結果を予測しながら実行し、プロセスを振り返って次の問題発見・解決につな

げていくこと（問題発見・解決）や、情報を他者と共有しながら、対話や議論を通じ

て互いの多様な考え方の共通点や相違点を理解し、相手の考えに共感したり多様な考

えを統合したりして、協力しながら問題を解決していくこと（協働的問題解決）のた



 

 

 

めに必要な思考力・判断力・表現力等である。 

 特に、問題発見・解決のプロセスの中で、以下のような思考・判断・表現を行うこ

とができることが重要である。 

・問題発見・解決に必要な情報を収集・蓄積するとともに、既存の知識に加え、必要

となる新たな知識・技能を獲得し、知識・技能を適切に組み合わせて、それらを活

用しながら問題を解決していくために必要となる思考。 

・必要な情報を選択し、解決の方向性や方法を比較・選択し、結論を決定していくた

めに必要な判断や意思決定。 

・伝える相手や状況に応じた表現。 

ⅲ）「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学びに向かう力、人間

性等）」 

上記のⅰ）及びⅱ）の資質・能力を、どのような方向性で働かせていくかを決定付

ける重要な要素であり、以下のような情意や態度等に関わるものが含まれる。 

・主体的に学習に取り組む態度も含めた学びに向かう力や、自己の感情や行動を統制

する能力、自らの思考のプロセス等を客観的に捉える力など、いわゆる「メタ認知」

に関するもの。 

・多様性を尊重する態度と互いのよさを生かして協働する力、持続可能な社会づくり

に向けた態度、リーダーシップやチームワーク、感性、優しさや思いやりなど、人

間性等に関するもの。 

○ こうした資質・能力については、学習指導要領等を踏まえつつ、各学校が編成する教

育課程の中で、各学校の教育目標とともに、育成する資質・能力のより具体的な姿を明

らかにしていくことが重要である。その際、子供一人一人の個性に応じた資質・能力を

どのように高めていくかという視点も重要になる。 

②特にこれからの時代に求められる資質・能力 

○ 将来の予測が困難な複雑で変化の激しい社会や、グローバル化が進展する社会に、ど

のように向き合い、どのような資質・能力を育成していくべきか。また、一人一人が幸

福な人生を生きるためには、どのような力を育んでいくべきか。 

 

（変化の中に生きる社会的存在として） 

○ 複雑で変化の激しい社会の中では、固有の組織のこれまでの在り方を前提としてどの

ように生きるかだけではなく、様々な情報や出来事を受け止め、主体的に判断しながら、

自分を社会の中でどのように位置付け、社会をどう描くかを考え、他者と一緒に生き、

課題を解決していくための力が必要となる。主権を有し、今後の我が国の在り方に責任

を有する国民の一人として、また、多様な個性・能力を生かして活躍する自立した人間



 

 

 

として、こうした力を身に付け、適切な判断・意思決定や公正な世論の形成、政治参加

や社会参画、一層多様性が高まる社会における自立と共生に向けた行動を取っていくこ

とが求められる。 

○ こうした観点から、平和で民主的な国家及び社会の形成者として求められる力をはじ

め、生産や消費などの経済的主体等として求められる力や、安全な生活や社会づくりに

必要な資質・能力を育んでいくことや、急速に情報化が進展する社会の中で、情報や情

報手段を主体的に選択し活用していくために必要な情報活用能力、物事を多角的・多面

的に吟味し見定めていく力（いわゆる「クリティカル・シンキング」）、統計的な分析

に基づき判断する力、思考するために必要な知識やスキルなどを、各学校段階を通じて

体系的に育んでいくことの重要性は高まっていると考えられる。あわせて、職業に従事

するために必要な知識・技能、能力や態度の獲得も求められており、社会的要請を踏ま

えた職業教育の充実も重要である。 

○ また、我が国が、科学技術・学術研究の先進国として、将来にわたり存在感を発揮す

るとともに成果を広く共有していくためには、子供たちが、卓越した研究や技術革新、

技術経営などを担うキャリアに関心を持つことができるよう、理数科目等に関する学習

への関心を高め、裾野を広げていくことも重要である。また、ＩＣＴの急速な進展など

により、高度な技術がますます身近となる社会の中で、そうした技術を理解し使いこな

す科学的素養を全ての子供たちに育んでいくことも重要となる。 

○ さらに、一人一人が幸福な人生を自ら創り出していくためには、情意面や態度面につ

いて、自己の感情や行動を統制する能力や、よりよい生活や人間関係を自主的に形成す

る態度等を育むことが重要である。こうした力は、将来の社会不適応を予防し保護要因

を高め、社会を生き抜く力につながる。 

 

（グローバル化する社会の中で） 

○ また、グローバル化する中で世界と向き合うことが求められている我が国においては、

日本人としての美徳やよさを備えつつグローバルな視野で活躍するために必要な資質・

能力の育成が求められる。言語や文化に対する理解を深め、国語で理解したり表現した

りすることや、さらには外国語を使って理解したり表現したりできるようにすることが

必要である。こうした言語に関する能力を向上させるともに、古典の学習を通じて、日

本人として大切にしてきた言語文化を積極的に享受していくことや、芸術を学ぶことを

通じて感性等を育むことなどにより、日本文化を理解して自国の文化を語り継承するこ

とができるようにするとともに、異文化を理解し多様な人々と協働していくことができ

るようになることが重要である。 

 また、日本のこととグローバルなことの双方を相互的に捉えながら、社会の中で自ら

問題を発見し解決していくことができるよう、自国と世界の歴史の展開を広い視野から



 

 

 

考える力や、思想や思考の多様性の理解、地球規模の諸課題や地域課題を解決し持続可

能な社会づくりにつながる地理的な素養についても身に付けていく必要がある。 

○ こうした観点からは、２０２０年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競

技大会の開催を契機に、スポーツへの関心を高め、「する、みる、支える」などの多様

なスポーツとの関わり方を楽しめるようにしていくことも重要である。スポーツを通じ

て、他者との関わりを学んだり、ルールを守り競い合っていく力を身に付けたりするこ

とができる。さらには、多様な国や地域の文化の理解を通じて、多様性の尊重や国際平

和に寄与する態度を身に付けたり、ボランティア活動を通じて、共生社会の実現に不可

欠な他者への共感や思いやりを育んだりすることにもつながる。 

（資質・能力の要素との関連性） 

○ こうした資質・能力についても、それぞれを三つの柱に沿って整理し、下記（３）①

に示す学習指導要領等の構造化の考え方の中で各教科等との関係を整理していくことが

必要である。そのほか、個別のいわゆる現代的な課題やテーマに焦点化した教育につい

ても、これらが教科横断的なテーマであることを踏まえ、それを通じてどのような資質・

能力の育成を目指すのかを整理し、学習指導要領等の構造化の考え方の中で検討してい

くことが必要である。 

③発達の段階や成長過程のつながり 

○ 育成すべき資質・能力については、幼児教育から高等学校までを通じた見通しを持っ

て、各学校段階の教育課程全体及び各教科等においてどのように伸ばしていくのかとい

うことが、系統的に示されなければならない。 

○ 選挙権年齢が１８歳に引き下げられ、子供にとって政治や社会がより一層身近なもの

となっていることなども踏まえ、中学校卒業後の約９８％の者が進学し、社会で生きて

いくために必要となる力を共通して身に付けることのできる、初等中等教育最後の教育

機関である高等学校を卒業する段階で身に付けておくべき力は何かを明確に示すことが

求められている。 

○ こうした「１８歳の段階で身に付けておくべき力は何か」という観点や、「義務教育

を終える段階で身に付けておくべき力は何か」という観点を共有しながら、幼児教育、

小学校教育、中学校教育、高等学校教育それぞれの在り方を考えていく必要がある。同

時に、子供たち一人一人の個々の発達課題や教育的ニーズを踏まえた対応も重要である。 

○ また、近年は特別支援学校だけではなく小・中・高等学校等において発達障害を含め

た障害のある子供たちが学んでおり、特別支援教育の対象となる子供の数は増加傾向に

ある。障害者の権利に関する条約に掲げられたインクルーシブ教育システムの理念を踏

まえ、子供たちの自立と社会参加を一層推進していくため、通常の学級、通級による指

導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」において、



 

 

 

子供たちの十分な学びを確保していく必要があり、一人一人の子供の障害の状態や発達

の段階に応じた指導を一層充実させていく必要がある。 

○ そうした発達の段階に応じて積み重ねていく学びの中で、地域や社会と関わり、様々

な職業に出会い、社会的・職業的自立に向けた学びを積み重ねていくことが重要である。 

○ 加えて、幼小、小中、中高の学びの連携・接続についても、学校段階ごとの特徴を踏

まえつつ、前の学校段階での教育が次の段階で生かされるよう、学びの連続性が確保さ

れることが重要である。 

（３）育成すべき資質・能力と、学習指導要領等の構造化の方向性について 

①学習指導要領等の構造化の在り方 

○ 次期学習指導要領等については、資質・能力の三つの柱全体を捉え、教育課程を通じ

てそれらをいかに育成していくかという観点から、構造的な見直しを行うことが必要で

ある。これはすなわち、教育課程について、「何を知っているか」という知識の内容を

体系的に示した計画に留
とど

まらず、「それを使ってどのように社会・世界と関わり、より

よい人生を送るか」までを視野に入れたものとして議論するということである。 

 

（教科等の本質的意義） 

○ 育成すべき資質・能力と学習指導要領等との構造を整理するには、学習指導要領を構

成する各教科等をなぜ学ぶのか、それを通じてどういった力が身に付くのかという、教

科等の本質的な意義に立ち返って検討する必要がある。 

○ 教科等における学習は、知識・技能のみならず、それぞれの体系に応じた思考力・判

断力・表現力等や情意・態度等を、それぞれの教科等の文脈に応じて育む役割を有して

いる。 

○ 例えば、思考力は、国語や外国語において様々な資料から必要な情報を整理して自分

の考えをまとめる過程や、社会科において社会的な事象から見いだした課題や多様な考

え方を多面的・多角的に考察して自分の考えをまとめていく過程、数学において事象を

数学的に捉えて問題を設定し、解決の構想を立てて考察していく過程、理科において自

然の事象を目的意識を持って観察・実験し、科学的に探究する過程、音楽や美術におい

て自分の意図や発想に基づき表現を工夫していく過程、保健体育において自己や仲間の

運動課題や健康課題に気付き、その解決策を考える過程、技術・家庭科において生活の

課題を見いだし、最適な解決策を追究する過程、道徳において人間としての生き方につ

いての考えを深める過程などを通じて育まれていく。これらの思考力を基盤に判断力や

表現力等も同様に、各教科等の中でその内容に応じ育まれる。 



 

 

 

○ 情意や態度等についても同様であり、各教科等を通じて育まれた社会観や自然観、人

間観などは、「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか」を決定する構

成要素となっていく。 

（教育課程の総体的構造の可視化） 

○ このように、思考力・判断力・表現力等や情意・態度等は、各教科等の文脈の中で指

導される内容事項と関連付けられながら育まれていく。ただし、各教科等で育まれた力

を、当該教科における文脈以外の、実社会の様々な場面で活用できる汎用的な能力に更

に育てていくためには、総体的観点からの教育課程の構造上の工夫が必要になってくる。

まさにその工夫が、各教科等間の内容事項についての相互の関連付けや、教科横断的な

学びを行う「総合的な学習の時間」や社会参画につながる取組などを行う「特別活動」、

高等学校の専門学科における「課題研究」の設定などに当たる。 

○ このような資質・能力と各教科等との関係を踏まえれば、学習指導要領の全体構造を

検討するに当たっては、教育課程全体でどのような資質・能力を育成していくのかとい

う観点から、各教科等の在り方や、各教科等において育成する資質・能力を明確化し、

この力はこの教科等においてこそ身に付くのだといった、各教科等を学ぶ本質的な意義

を捉え直していくことが重要である。そして、各教科等で育成される資質・能力の間の

関連付けや内容の体系化を図り、資質・能力の全体像を整理していくことが同じく重要

であり、教育課程の全体構造と各教科等を往還的に整理していく必要がある。 

○ あわせて、教科等間の横のつながりとともに、「義務教育を終える段階で身に付けて

おくべき力は何か」や「１８歳の段階で身に付けておくべき力は何か」という観点から、

初等中等教育の出口のところで身に付けておくべき力を明確にしながら、幼・小・中・

高の教育を、縦のつながりの見通しを持って系統的に組織していくことも重要である。

つまり、各教科等で学校や学年段階に応じて学ぶことを単に積み上げるのではなく、義

務教育や高等学校教育を終える段階で身に付けておくべき力を踏まえつつ、各学校・学

年段階で学ぶべき内容を見直すなど、発達の段階に応じた縦のつながりと、各教科等の

横のつながりを行き来しながら、学習指導要領の全体像を構築していくことが必要であ

る。 

○ 特に、来年度から小中一貫教育が制度化され、義務教育学校や小中一貫型小・中学校

（仮称）においては、４－３－２や５－４といった柔軟な学年段階の区切りの設定や、

小・中学校の９年間を一貫させた教育課程の編成などが進められることも踏まえた議論

が必要である。  

○ また、幼稚園教育要領においては、幼稚園教育におけるねらいや内容を「健康」「人

間関係」「環境」「言葉」「表現」の領域別に示しつつ、幼稚園における生活の全体を

通じて総合的に指導することとされている。こうした幼児教育の特性を大事にしつつ、

幼児期において育みたい資質・能力を明確にし、幼児教育と小学校の各教科等における

教育との接続の充実や関係性の整理を図る必要がある。 



 

 

 

○ 次期改訂においては、こうした教育課程の総体的な構造を可視化していくことが求め

られる。したがって、教科等を束ねる総則の意義が極めて重要になる。次期学習指導要

領等の総則においては、各学校が、教育課程の全体構造や教科等の相互の関係等を捉え

ながら教育課程を編成することができるよう、構造上の位置付けや意義を可能な限り分

かりやすく提示していくべきである。こうしたことにより、教育課程を介して学校が社

会や世界との接点となり、さらには、現在と未来をつなぐ役割を果たしていくことが期

待される。 

②学習活動の示し方や「アクティブ・ラーニング」の意義等 

○ 次期改訂の視点は、子供たちが「何を知っているか」だけではなく、「知っているこ

とを使ってどのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか」ということであり、

知識・技能、思考力・判断力・表現力等、学びに向かう力や人間性など情意・態度等に

関わるものの全てを、いかに総合的に育んでいくかということである。 

（「アクティブ・ラーニング」の意義） 

○ 思考力・判断力・表現力等は、学習の中で、（２）①ⅱ）に示したような思考・判断・

表現が発揮される主体的・協働的な問題発見・解決の場面を経験することによって磨か

れていく。身に付けた個別の知識や技能も、そうした学習経験の中で活用することによ

り定着し、既存の知識や技能と関連付けられ体系化されながら身に付いていき、ひいて

は生涯にわたり活用できるような物事の深い理解や方法の熟達に至ることが期待される。 

○ また、こうした学びを推進するエンジンとなるのは、子供の学びに向かう力であり、

これを引き出すためには、実社会や実生活に関連した課題などを通じて動機付けを行い、

子供たちの学びへの興味と努力し続ける意志を喚起する必要がある。 

○ このように、次期改訂が目指す育成すべき資質・能力を育むためには、学びの量とと

もに、質や深まりが重要であり、子供たちが「どのように学ぶか」についても光を当て

る必要があるとの認識のもと、「課題の発見・解決に向けた主体的・協働的な学び（い

わゆる「アクティブ・ラーニング」）」について、これまでの議論等も踏まえつつ検討

を重ねてきた。 

○ 昨年１１月の諮問以降、学習指導要領等の改訂に関する議論において、こうした指導

方法を焦点の一つとすることについては、注意すべき点も指摘されてきた。つまり、育

成すべき資質・能力を総合的に育むという意義を踏まえた積極的な取組の重要性が指摘

される一方で、指導法を一定の型にはめ、教育の質の改善のための取組が、狭い意味で

の授業の方法や技術の改善に終始するのではないかといった懸念などである。我が国の

教育界は極めて真摯に教育技術の改善を模索する教員の意欲や姿勢に支えられているこ

とは確かであるものの、これらの工夫や改善が、ともすると本来の目的を見失い、特定

の学習や指導の「型」に拘泥する事態を招きかねないのではないかとの指摘を踏まえて

の危惧と考えられる。 



 

 

 

（指導方法の不断の見直し） 

○ 変化を見通せないこれからの時代において、新しい社会の在り方を自ら創造すること

ができる資質・能力を子供たちに育むためには、教員自身が習得・活用・探究といった

学習過程全体を見渡し、個々の内容事項を指導することによって育まれる思考力、判断

力、表現力等を自覚的に認識しながら、子供たちの変化等を踏まえつつ自ら指導方法を

不断に見直し、改善していくことが求められる。 

○ このような中で次期改訂が学習・指導方法について目指すのは、特定の型を普及させ

ることではなく、下記のような視点に立って学び全体を改善し、子供の学びへの積極的

関与と深い理解を促すような指導や学習環境を設定することにより、子供たちがこうし

た学びを経験しながら、自信を育み必要な資質・能力を身に付けていくことができるよ

うにすることである。そうした具体的な学習プロセスは限りなく存在し得るものであり、

教員一人一人が、子供たちの発達の段階や発達の特性、子供の学習スタイルの多様性や

教育的ニーズと教科等の学習内容、単元の構成や学習の場面等に応じた方法について研

究を重ね、ふさわしい方法を選択しながら、工夫して実践できるようにすることが重要

である。 

ⅰ）習得・活用・探究という学習プロセスの中で、問題発見・解決を念頭に置いた深い

学びの過程が実現できているかどうか。 

新しい知識や技能を習得したり、それを実際に活用して、問題解決に向けた探究活

動を行ったりする中で、資質・能力の三つの柱に示す力が総合的に活用・発揮される

場面が設定されることが重要である。教員はこのプロセスの中で、教える場面と、子

供たちに思考・判断・表現させる場面を効果的に設計し関連させながら指導していく

ことが求められる。 

ⅱ）他者との協働や外界との相互作用を通じて、自らの考えを広げ深める、対話的な学

びの過程が実現できているかどうか。 

身に付けた知識や技能を定着させるとともに、物事の多面的で深い理解に至るため

には、多様な表現を通じて、教師と子供や、子供同士が対話し、それによって思考を

広げ深めていくことが求められる。こうした観点から、前回改訂における各教科等を

貫く改善の視点である言語活動の充実も、引き続き重要である。 

ⅲ）子供たちが見通しを持って粘り強く取り組み、自らの学習活動を振り返って次につ

なげる、主体的な学びの過程が実現できているかどうか。 

子供自身が興味を持って積極的に取り組むとともに、学習活動を自ら振り返り意味

付けたり、獲得された知識・技能や育成された資質・能力を自覚したり、共有したり

することが重要である。子供の学びに向かう力を刺激するためには、実社会や実生活

に関わる主題に関する学習を積極的に取り入れていくことや、前回改訂で重視された



 

 

 

体験活動の充実を図り、その成果を振り返って次の学びにつなげていくことなども引

き続き重要である。 

○ こうした、必要な資質・能力を総合的に育むための学びは、特に小・中学校では、全

国学力・学習状況調査において、主として「活用」に関する問題（いわゆるＢ問題）が

出題され、関係者の意識改革や授業改善に大きな影響を与えたことなどもあり、多くの

関係者による実践が重ねられてきている。「アクティブ・ラーニング」を重視する流れ

は、こうした優れた実践を踏まえた成果であり、また、今後は特に高等学校において、

義務教育までの成果を確実につなぎ、一人一人に育まれた力を更に発展・向上させるこ

とが求められる。 

○ なお、こうした質の高い深い学びを目指す中で、教員には、指導方法を工夫して必要

な知識・技能を教授しながら、それに加えて、子供たちの思考を深め発言を促したり、

気付いていない視点を提示したりするなど、学びに必要な指導の在り方を追究し、必要

な学習環境を積極的に設定していくことが求められる。そうした中で、着実な習得の学

習が展開されてこそ、主体的・能動的な活用・探究の学習を展開することができると考

えられる。 

○ 次期学習指導要領等は、そうした実践を支えるため、前回改訂における言語活動の重

視など、学習活動の改善・充実に関する成果を受け継ぎながら、各教科等共通に重視す

べき学習過程の在り方や、各教科等の特性に応じて重視すべき学習過程の在り方に関す

る基本的な考え方を示すことが求められる。加えて、学習指導要領等の解説や指導事例

集も含めた全体の姿の中で、指導の参考となる解説や事例を示すとともに、下記４．に

示す方策等を通じて、更なる支援を図っていく必要がある。なお、こうした事例を示す

際には、それにより指導が固定化されないような工夫が求められる。 

 

５．各学校段階、各教科等における改訂の具体的な方向性 

○ 新たな教育課程は、社会が著しく変化する中で未来を創造する次世代への教育を実現

するものであり、前章までに述べたように、各学校段階と各教科等が相互に連携し全体

としての学校教育の在り方を示すことを特色としている。 

○ そのために、各学校段階、また各教科等の具体的な内容についても、学校教育全体の

姿を常に念頭に置き、学校間、教科等間の相互連携と協働にも努めることが重要である。

教育課程全体が目指す姿と教科等という構成要素が目指す方向性の双方を明らかにして

いくことや、発達の段階に応じた縦のつながりと教科等間の関係という横のつながりを

念頭に置きながら、総論的な検討と各論的な検討を相互につないで議論を深めていくこ

となどが求められる。 



 

 

 

○ 今後の議論においては、総則等に関する議論を行う専門部会が、全学校段階・全教科

等に関わる教育課程全体を見渡し、議論全体を統括する役割を担うとともに、その中で、

学校段階ごとに育成すべき資質・能力の明確化等を行う各学校段階別の専門部会におけ

る議論と、各教科等別に幼・小・中・高を通じて育成すべき資質・能力の明確化等を行

う各教科等別の検討グループにおける議論を有機的につなげながら、審議まとめ及び答

申に向けた議論が進められることを求めるものである。 

○ こうした進め方の中で、各学校段階及び各教科等における検討に当たっては、以下の

ような方向性に基づき議論が進められるよう求める。 

（１）各学校段階の教育課程の基本的な枠組みと、学校段階間の接続 

①幼児教育 

○ 幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期であることを踏まえ、義務

教育及びその後の教育の基礎となるものとして、幼児に育成すべき資質・能力を育む観

点から、教育目標・内容と指導方法、評価の在り方を一体として検討する必要がある。 

○ 具体的には、子供の発達や学びの連続性を踏まえ、また、幼児期において、探究心や

思考力、表現力等に加えて、感情や行動のコントロール、粘り強さ等のいわゆる非認知

的能力を育むことがその後の学びと関わる重要な点であると指摘されていることを踏ま

え、小学校の各教科等における教育の単純な前倒しにならないよう留意しつつ、幼児期

の終わりまでに育ってほしい姿の明確化を図ることや、幼児教育にふさわしい評価の在

り方を検討するなど、幼児教育の特性等に配慮しながらその内容の改善・充実が求めら

れる。 

○ また、例えば、幼児が音声の響きやリズムに気付くこと、生活に必要な言葉を分かっ

たり使ったりすること、生活の中で様々な色、形などに気付いたり感じたりすること、

場面に応じ体の諸部位を十分に動かすことなどが、小学校以降の生活や学習の基盤につ

ながると指摘されていることも踏まえ、今後の検討において、専門的・具体的に議論を

深めていくことが求められる。その際、幼児一人一人に応じた対応を行うことや、日々

の活動が小学校以降の生活や学習の基盤につながっていることを幼稚園の教員が再認識

し、意図的に取り組むことなども求められる。 

○ そうした幼児教育の改善・充実を図る中で、小学校教育との接続を一層強化していく

ことが重要である。幼児教育と小学校教育の円滑な接続を支援するため、幼児と児童の

交流の推進、指導資料・教材等の開発、幼稚園と小学校の教員の人事交流や教員・行政

担当者の研修をはじめとした教員等の資質能力の向上、教育委員会等における幼児教育

の推進体制の充実などの条件整備が求められる。 

○ そのほか、子供の発達の連続性を踏まえた幼児教育を充実するために、子供一人一人

の多様性への配慮や学校と家庭、地域との連携強化の観点から、幼稚園における子育て

の支援等について、具体的な留意事項の在り方等に関する検討を行う必要がある。  



 

 

 

○ なお、幼児期の教育については、幼稚園のみならず、保育所、認定こども園で担われ

ていることを踏まえ、これらの全ての施設における全体としての教育の質を確保するこ

とが求められる。 

②小学校 

○ 小学校においては、「各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる

基礎」を培うこと及び「国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質」を養

うことを目的とする義務教育のうち、基礎的なものを施すことが目的である。幼児教育

までの学びを生かしながら、小学校段階において育むべき資質・能力を、三つの柱に沿

って、教育課程全体及び教科等ごとに明確化し、中学校以後の学びに円滑に接続させる

ことが求められる。 

○ 幼児教育と小学校教育の接続に関しては、全ての教科等において幼児教育との接続を

意識した教育課程を編成したり、幼児教育の特色を生かした総合的な指導方法を取り入

れたりするなど、スタートカリキュラムの編成等を通じて、幼児教育との接続の充実や

関係性の整理を図る必要がある。また、中学校教育との接続については、下記③にも示

すように、小中一貫教育の制度化に関係する動き等も踏まえた検討が必要である。こう

した接続を確かなものとするため、接続を担当する教員のみならず、小学校全体の教職

員による取組が求められる。  

 

（２）各教科・科目等の内容の見直し 

①総則 

○ 学習指導要領等の総則においては、教育課程編成の基本的な仕組みや配慮事項、各教

科等の内容に関する共通的な事項、学校教育法施行規則が規定する年間授業時数等を踏

まえた授業時数等の取扱いに関する事項、各学校における指導計画の作成に当たって配

慮すべき事項など、各教科等にわたる通則的事項が示されている。このように総則は、

各教科等をつなぎ教育課程の全体像を示す重要な役割を有するものである。 

○ 今後、教育課程全体を通じて子供たちがどのような資質・能力を身に付けることがで

きるのかを明らかにし、各学校が編成する教育課程において具体化するとともに、新し

い教育課程の在り方を広く社会と共有していくためには、総則が果たすべき役割がこれ

まで以上に重要となる。 

○ 具体的には、２．（２）①に示した育成すべき資質・能力についての基本的な考え方

や、２．（３）に示した学習指導要領の構造化に関する考え方、「アクティブ・ラーニ

ング」の視点からの学習・指導方法の改善や学習評価の重要性、「カリキュラム・マネ

ジメント」の確立の重要性など、教育課程に関する総体的な構造を、総則及びその解説



 

 

 

の中で示していくことが重要である。その際、総則と各教科等との関係性を記すことを

通して、総則が各教科等に果たす役割について示すことも重要である。 

○ 加えて、学校の教育活動全体を通じて実施することが求められる事項（道徳教育、体

育・健康や安全等に関する指導、特別支援教育、キャリア教育、生徒指導、海外から帰

国した子供や外国人児童生徒への日本語指導・適応指導等、優れた才能や個性を有する

児童生徒への指導や支援、情報機器やネットワーク等の活用、学校段階間の接続、地域

社会との連携や社会教育施設等の活用、学校図書館を活用した読書活動、部活動の位置

付けと留意点、美術館や音楽会等を活用した芸術鑑賞活動等）についても、既存の記載

事項を踏まえつつ、総則において、育成すべき資質・能力や各教科等との関係性をより

明確に示していくことが求められる。 

 

 

 

 

 



アクティブ・ラーニングの視点からの
不断の授業改善

◆ 習得・活用・探究という学習プロセスの中で、問題発見・解決を念頭
に置いた深い学びの過程が実現できているかどうか

◆ 他者との協働や外界との相互作用を通じて、自らの考えを広げ深め
る、対話的な学びの過程が実現できているかどうか

◆ 子供たちが見通しを持って粘り強く取り組み、自らの学習活動を振り
返って次につなげる、主体的な学びの過程が実現できているかどうか

新しい時代に必要となる資質･能力の育成

育成すべき資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

◆ グローバル社会において不可欠な英語の能力の強化（小学校
高学年での教科化等）や、我が国の伝統的な文化に関する教育
の充実

◆ 国家・社会の責任ある形成者として、また、自立した人間として
生きる力の育成に向けた高等学校教育の改善（地理歴史科にお
ける「地理総合」「歴史総合」、公民科における「公共」の設置等、
新たな共通必履修科目の設置や科目構成の見直しなど抜本的
な検討を行う。） 等

何を学ぶか どのように学ぶか

育成すべき資質･能力を育む観点からの
学習評価の充実

①「何を知っているか、何ができるか（個別の知識・技能）」

各教科等に関する個別の知識や技能など。身体的技能や芸術表現のための技能等も含む。

②「知っていること・できることをどう使うか（思考力・判断力・表現力等）」

主体的･協働的に問題を発見し解決していくために必要な思考力･判断力･表現力等。

③「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（人間性や学びに向かう力等）」

①や②の力が働く方向性を決定付ける情意や態度等に関わるもの。以下のようなものが含まれる。

・主体的に学習に取り組む態度も含めた学びに向かう力や、自己の感情や行動を統制する能力など、いわゆる「メタ認知」に関するもの。

・多様性を尊重する態度と互いの良さを生かして協働する力、持続可能な社会作りに向けた態度、リーダーシップやチームワーク、感
性、優しさや思いやりなど、人間性に関するもの。

学習指導要領改訂の視点

何ができるようになるか



育成すべき資質・能力の三つの柱を踏まえた日本版カリキュラム・デザインのための概念

どのように社会・世界と関わり、
よりよい人生を送るか

何を知っているか
何ができるか

個別の知識・技能

知っていること・できる
ことをどう使うか
思考力･判断力・表現力等

主体性･多様性･協働性
学びに向かう力
人間性 など

学習評価の充実

カリキュラム・マネジメントの充実

どのように学ぶか
（アクティブ・ラーニングの視点から

の不断の授業改善）



個別の知識や技能
（何を知っているか、
何ができるか）

思考力・判断力・表現力等
教科等の本質に根ざした見方や考え方等

（知っていること・できることをどう使うか）

学びに向かう力、人間性等
情意、態度等に関わるもの

（どのように社会・世界と関わり
よりよい人生を送るか）

教科学習
※資料○参照

各教科に固有の知識や
個別のスキル

各教科の本質に根ざした問題解決の
能力、学び方やものの考え方

各教科を通じて育まれる情意、
態度等

総合的な学習 （各学校で設定） 横断的・総合的な問題解決の能力
実社会における横断的・総合的な

問題解決に取り組む態度

特別活動 集団の運営に関する方法や
基本的な生活習慣等

よりよい集団の生活や
自己の生活習慣等を形成していく能力

自己の役割や責任を果たす態度等

道徳教育 道徳的価値 道徳的判断力
道徳的心情、

道徳的実践意欲と態度

学習指導要領等の構造化のイメージ（仮案・調整中）
下記のような構造をイメージしながら、各教科等の意義や教科・科目等の構成、各教科・科目等の内容を見直す必要があるのではな
いか。その際、教える側の視点だけではなく学習する側の視点にも立ち、学習プロセスの在り方や身に付ける資質・能力等について
整理していく必要があるのではないか。

○幼児教育においては、主体的な活動である遊びを通じて総合的に指導。

人格の完成を目指し、平和で民主
的な国家及び社会の形成者として
必要な資質の育成を期す

教科横断的・総合的に育成すべきさまざまな資質・能力

教
科
等
間
の
往
還
（
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

アクティブ・ラーニングの視点に立った
深い学び、対話的な学び、主体的な学びの実現



義務教育の目標（学教法２１）
①自主、自律及び協同の精神、規範意識、公正な判断力並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、
その発展に寄与する態度を養う
②生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養う
③伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、他国を尊重し、国際社会の
平和と発展に寄与する態度を養う
④家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎的な理解と技能を養う
⑤読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能力を養う
⑥生活に必要な数量的な関係を正しく理解し、処理する基礎的な能力を養う
⑦生活にかかわる自然現象について、観察及び実験を通じて、科学的に理解し、処理する基礎的な能力を養う
⑧健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに、運動を通じて体力を養い、心身の調和的発達を図る
⑨生活を明るく豊かにする音楽、美術、文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を養う
⑩職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択する能力を養う

義務教育の目的（基本法５②）
各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者として必
要とされる基本的な資質を養う

小学校教育の目的（学教法２９）

心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教
育のうち基礎的なものを施す

中学校教育の目的（学教法４５）

小学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応
じて、義務教育として行われる普通教育を施す

義務教育

教育の目標（基本法２）
教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。
一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健やかな身体を養う。
二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養う。
三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養う。
四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養う。
五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養う。

教育の目的（基本法１）
教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。

幼児教育の目標
（学教法２３）

①健康、安全で幸福な生活の
ために必要な基本的な習慣
を養い、身体諸機能の調和的
発達を図る

②集団生活を通じて、喜んで
これに参加する態度を養うと
ともに家族や身近な人への信
頼感を深め、自主、自律及び
協同の精神並びに規範意識
の芽生えを養う

③身近な社会生活、生命及
び自然に対する興味を養い、
それらに対する正しい理解と
態度及び思考力の芽生えを
養う

④日常の会話や、絵本、童話
等に親しむことを通じて、言葉
の使い方を正しく導くとともに、
相手の話を理解しようとする
態度を養う

⑤音楽、身体による表現、造
形等に親しむことを通じて、豊
かな感性と表現力の芽生えを
養う

幼児教育の目的
（学教法２２）

義務教育及びその後の教育の
基礎を培うものとして、幼児を
保育し、幼児の健やかな成長
のために適当な環境を与えて、
その心身の発達を助長する

幼児教育

高校の目的（学教法５０）

中学校における教育の基礎の上に、
心身の発達及び進路に応じて、高
度な普通教育及び専門教育を施す

高校の目標（学教法５１）

①義務教育として行われる普通教
育の成果を更に発展拡充させて、
豊かな人間性、創造性及び健やか
な身体を養い、国家及び社会の形
成者として必要な資質を養う

②社会において果たさなければな
らない使命の自覚に基づき、個性
に応じて将来の進路を決定させ、
一般的な教養を高め、専門的な知
識、技術及び技能を習得させる

③個性の確立に努めるとともに、
社会について、広く深い理解と健
全な批判力を養い、社会の発展に
寄与する態度を養う

後期中等教育
（高校など）

大学の目的
（学教法８３）

学術の中心として、広く
知識を授けるとともに、
深く専門の学芸を教授研
究し、知的、道徳的及び
応用的能力を展開させる

高等専門学校の目的
（学教法１１５）

深く専門の学芸を教授し、
職業に必要な能力を育
成する

専修学校の目的
（学教法１２４）

職業若しくは実際生活に
必要な能力を育成し、又
は教養の向上を図る

大学院の目的
（学教法９９）

学術の理論及び応用を
教授研究し、その深奥を
きわめ、又は高度の専
門性が求められる職業
を担うための深い学識及
び卓越した能力を培い、
文化の進展に寄与する

高等教育
（大学など）

７

中等教育学校の目的（学教法６３）

小学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、義務教育として行われる普通
教育並びに高度な普通教育及び専門教育を一貫して施す

中等教育学校の目標（学教法６４）
①豊かな人間性、創造性及び健やかな身体を養い、国家及び社会の形成者として必要な資質を養う

②社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき、個性に応じて将来の進路を決定さ
せ、一般的な教養を高め、専門的な知識、技術及び技能を習得させる

③個性の確立に努めるとともに、社会について、広く深い理解と健全な批判力を養い、社会の発展
に寄与する態度を養う

学力の３要素（学教法３０②：小学校、４９：中学校、６２：高等学校、７０：中等教育学校）
前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及び技能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必
要な思考力、判断力、表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用いなければならない。

特別支援学校の目的（学教法７２）

視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自
立を図るために必要な知識技能を授ける

法令上定められている教育の目的・目標について



【震災の教訓（危機打開に向けた手掛かり）】
○諦めず，状況を的確に捉え自ら考え行動する力
○イノベーションなど未来志向の復興，社会づくり
○安心して必要な力を身に付けられる環境
○人々や地域間，各国間に存在するつながり，
人と自然との共生の重要性

【第１期計画の評価】
○第１期計画で掲げた
「１０年を通じて目指すべき教育の姿」
の達成はいまだ途上。
・様々な取組を行ったが，学習意欲・学習時間，
低学力層の存在，グローバル化等への
対応，若者の内向き志向，規範意識・
社会性等の育成など依然として課題が存在。
・一方，コミュニティの協働による課題解決や
教育格差の問題など新たな視点も浮上。

→背景には，
「個々人の多様な強みを引き出すという視点」
「学校段階間や学校・社会生活間の接続」
「十分なＰＤＣＡサイクル」の不足など

第２期教育振興基本計画 第１部総論概要 ～我が国の危機回避に向けた４つの基本的方向性～

教育行政の４つの基本的方向性 ⇒ 改正教育基本法の理念を踏まえ教育再生を実現するため，
生涯の各段階を貫く方向性を設定し，成果目標・指標，具体的方策を体系的に整理（次頁参照）。

今後の社会の方向性

⇒ 「自立」「協働」「創造」の３つの理念の
実現に向けた生涯学習社会を構築

個人や社会の多様性
を尊重し，それぞれの
強みを生かして，ともに
支え合い，高め合い，
社会に参画することの
できる生涯学習社会

協働
一人一人が多様な
個性・能力を伸ばし，
充実した人生を主体的
に切り開いていくことの
できる生涯学習社会

自立・協働を通じて
更なる新たな価値を創造
していくことのできる
生涯学習社会

創造

◆ 教育における多様性の尊重 ◆ ライフステージに応じた「縦」の接続
◆ 社会全体の「横」の連携・協働 ◆ 現場の活性化に向けた国・地方の連携・協働

（共通理念）１．
～多様で変化の激しい社会の中で個人の自立と協働を図るための主体的・能動的な力～

社会を生き抜く力の養成

～変化や新たな価値を主導・創造し，社会の各分野を牽引していく人材～

未来への飛躍を実現する人材の養成２．

～社会が人を育み，人が社会をつくる好循環～

絆づくりと活力あるコミュニティの形成４．

一方で・・・
【我が国の様々な強み】
○多様な文化・芸術や優れた感性 ○科学技術，「ものづくり」の基盤技術
○勤勉性・協調性，思いやりの心 ○基礎的な知識技能の平均レベルの高さ ○人の絆

相互に連関

我が国を取り巻く危機的状況

○グローバル化の進展
・人・モノ・金・情報等の流動化
・「知識基盤社会」の本格的到来
・新興国の台頭等による国際競争の激化
・生産拠点の海外移転による産業空洞化
→ 我が国の国際的な存在感の低下

○地球規模の課題への対応
・環境問題，食料・エネルギー問題，民族・宗教
紛争など様々な地球規模の課題に直面して
おり，かつてのような物質的豊かさのみの追求
という視点から脱却し，持続可能な社会の構築

に向けて取り組んでいくことが必要。

○地域社会，家族の変容
・地域社会等のつながりや支え合いによる
セーフティネット機能の低下

・価値観・ライフスタイルの多様化
→ 個々人の孤立化，規範意識の低下

自立

※教育振興基本計画：教育基本法第１７条第１項に基づき政府が策定する，教育の振興に関する総合計画（第２期計画期間：平成２５～２９年度）

○雇用環境の変容
・終身雇用・年功序列等の変容

・企業内教育による人材育成機能の低下
→ 失業率，非正規雇用の増加

○格差の再生産・固定化
・経済格差の進行→教育格差→教育格差の
再生産・固定化（同一世代内，世代間）

→ 一人一人の意欲減退，社会の不安定化

○少子化・高齢化の進展

・生産年齢人口の減少（2060年には，我が国の
人口は2010年比約3割減の約9千万人まで減少。
そのうち4割が65歳以上の高齢者。）
・経済規模縮小，税収減，社会保障費の拡大
→ 社会全体の活力低下

→ 「教育成果の保証」に向けた条件整備

→ 創造性やチャレンジ精神，リーダーシップ，日本人としてのアイデンティティ，語学力・
コミュニケーション能力などの育成に向けた多様な体験・切磋琢磨の機会の増大，

優れた能力と多様な個性を伸ばす環境の醸成

～誰もがアクセスできる多様な学習機会を～

学びのセーフティネットの構築３．
→ 教育費負担軽減など学習機会の確保や安全安心な教育研究環境の確保

→ 学習を通じて多様な人が集い協働するための体制・ネットワークの形成など社会全体の

教育力の強化や，人々が主体的に社会参画し相互に支え合うための環境整備

（危機回避シナリオ）
○個々人の自己実現，社会の「担い手」の増加，格差の改善
（若者・女性・高齢者・障害者などを含め，
生涯現役，全員参加に向けて個人の能力を最大限伸長）

○社会全体の生産性向上
（グローバル化に対応したイノベーションなど）

○一人一人の絆の確保（社会関係資本の形成）
⇒ 一人一人が誇りと自信を取り戻し，
社会の幅広い人々が実感できる成長を実現

東
日
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大
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に
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層
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（教育投資の在り方）

せっさたくま

けんいん

きずな

きずな

きずな

◆ 現下の様々な教育課題を踏まえ，今後の教育投資の方向性としては，以下の３点
を中心に充実を図る。
・ 協働型・双方向型学習など質の高い教育を可能とする環境の構築
・ 家計における教育費負担の軽減
・ 安全・安心な教育研究環境の構築（学校施設の耐震化など）
◆ 教育の再生は最優先の政策課題の一つであり，欧米主要国を上回る質の高い教育の
実現が求められている。このため，ＯＥＣＤ諸国など諸外国における公財政支出など教育
投資の状況を参考とし，第２期計画期間内においては，第２部において掲げる成果目標
の達成や基本施策の実施に必要な予算について財源を措置し，真に必要な教育投資
を確保していくことが必要。



（参考）上記のほか、これまで提言されてきた主な資質

「生きる力」
（平成8年中教審答申（２１世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第一次答申）） ）
（別紙参考１・２）

・国際化や情報化の進展など、変化が激しい時代にあって、いかに社
会が変化しようと必要な能力。「知・徳・体のバランスの取れた力」と定
義。
※学校教育法において、①基礎的な知識・技能、②これらを活用して課
題を解決するための思考力・判断力・表現力、③主体的に学習に取り組
む態度と具体化。

①確かな学力
基礎・基本を確実に身に付け、いかに社会が変化しようと、自ら課題を見つけ、自
ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する資質や能力

②豊かな人間性
自らを律しつつ､他人とともに協調し､他人を思いやる心や感動する心など

③健康・体力
たくましく生きるための健康や体力

これまで提言された様々な資質・能力について（イメージ案）

「学士力」 （平成20年中教審答申（学士課程教育の構築に向けて（答申））
（別紙参考３）

①知識、理解
専門分野の基礎知識の体系的理解、他文化・異文化に関する知識の理解、
人類の文化・社会と自然に関する知識の理解

②総合的な学習経験と創造的志向
獲得した知識・技能・態度等を総合的に利用し、自らが立てた新たな課題にそ
れらを適用し、その課題を解決する能力

③汎用的技能
コミュニケーションスキル、数量的スキル、情報リテラシー、論理的思考力、問題
解決力

④態度、志向性
自己管理力、チームワーク、リーダーシップ、倫理観、市民としての社会的責任、
生涯学習力

「大学院に求められる
人材養成機能」

（平成17年中教審答申（新時代の大学院教育-国際的に魅力
ある大学院教育の構築に向けて-（答申））

①創造性豊かな優れた研究・開発能力を
持つ研究者等

②高度な専門的知識・能力を持つ高度専
門職業人

③知識基盤社会を多様に支える高度で知
的な素養のある人材

社会人基礎力（平成18年社会人基礎力に関する研究会（経済産業省））（別紙参考６）
⇒ ①前に踏み出す力（アクション）【主体性、働きかけ力、実行力】 ②考え抜く力（シンキング）【課題発見力、計画力、想像力】
③チームで働く力（チームワーク）【発進力、傾聴力、柔軟性、状況把握力、規律性、ストレスコントロール力】

人間力（平成15年人間力戦略研究会（内閣府））（別紙参考５）
⇒ 「知的・能力的要素」「社会・対人関係力的要素」「自己制御的要素」の３つの要素で構成。

「課題探求能力」
（平成10年大学審議会答申（２１世紀の大学像と今後の改革方策について-競争的環境の中で個性が輝く大学-（答申））

・主体的に変化に対応し、自ら将来の課題を探求し、その課題に対して幅広い視野から柔軟かつ総合的な判断を下すこ
とのできる力

幼児教育、義務教育、高校教育 大学 大学院

教育振興基本計画部会（第９回）
平成２３年９月１３日配付資料

「総合的な「知」」（平成20年中教審答申（新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環型社会の構築を目指して～（答申））
・「知識基盤社会」の時代において、様々な変化に対応していくために必要な力。狭義の知識や技能のみならず、自ら課題を見つけ考える力、柔軟な思考力、身に付けた知識や技能を活用して複雑な課題を
解決する力、他者との関係を築く力、豊かな人間性など。

「イノベーション創出に向けて必要な資質」 （平成19年閣議決定長期戦略指針「イノベーション25」）
・「困難に立ち向かいそれを現実のものにしようとするチャレンジ精神」「既存の枠、常識にとらわれない、多くの価値観から生まれる高い志」。

「グローバル人材に必要な資質」 （平成23年グローバル人材育成推進会議中間まとめ）
・「語学力・コミュニケーション能力」「主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感」「異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー」
及び「幅広い教養と深い専門性、課題発見・解決能力、チームワークと（異質な者の集団をまとめる）リーダーシップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシー」など。

社会参画の観点

産業人材の観点

「キー・コンピテンシー」（平成11年～14年OECD「能力の定義と選択」（DeSeCo）プロジェクト)
・OECDが主導し、多数の加盟国が参加したプロジェクトで国際的合意。 (生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ）（３年ごと）や、国際成人力調査（ＰＩＡＡＣ）（５年ごと）で、これらの能力の一部に関する各国の状況を測定）
・グローバル化と近代化により、多様化し、相互につながった世界において、人生の成功と正常に機能する社会のために必要な能力。

社会的・職業的自立、社会・職業への円滑な移行のための「基礎的・汎用的能力」
（平成23年中教審答申（今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（答申））（別紙参考４）

・「人間関係形成・社会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプランニング能力」。

発達段階、学校段階の特質に応じた育成

①言語や知識、技術を相互作用的に活用する能力：「言語、シンボル、テクストを活用する能力」「知識や情報を活用する能力」「テクノロジーを活用する能力」

②多様な集団における人間関係形成能力：「他人と円滑に人間関係を構築する能力」「協調する能力」「利害の対立を御し、解決する能力」

③自律的に行動する能力：「大局的に行動する能力」「人生設計や個人の計画を作り実行する能力」「権利、利害、責任、限界、ニーズを表明する能力」

変化の激しい社会にあって、個人の自立と活力ある社会の形成を実現するためには、どのような資質・能力が必要か。

【検討の視点の例】

・これらの資質能力は、
すべての人に求められる
のか、特定の人に求め
られるものか。

また、学校教育のみで
培うべきものか。もしく
は、地域社会の生活と
の関わりにおいても培わ
れるものか。

・どのような政策が必要
か。

①～③の核となる

「考える力」

子どもから大人まで



カリキュラム・デザインのための概念と、「学力の三要素」の重なり

知識

“何を知っているか”

伝統的
‐数学
‐言語
‐など

現代的
‐ロボット工学
‐起業精神
‐など

スキル

“知っていることを
どう使うか”

創造性
批判的思考
コミュニケーション
協働性

人間性

“社会の中でどのよう
に関わっていくか”

思いやり
興味・関心

勇気
逆境を跳ね返す力

倫理観
リーダーシップ

21世紀の
教育

メタ認知

“どのように省察し
学ぶか”

思考力･判断力・表現力等個別の知識・技能
主体性･多様性･協働性
学びに向かう力
人間性 など

学校教育法３０条２項など

第２回政策対話資料
抜 粋 ( 和 訳 版 )

（図）Center for Curriculum Redesign



○ 今後、学習指導要領の構造を、
① 「児童生徒に育成すべき資質・能力」を明確化した上で、
② そのために各教科等でどのような教育目標・内容を扱うべきか、
③ また、資質・能力の育成の状況を適切に把握し、指導の改善を図るための学習評価はどうあるべきか、
といった視点から見直すことが必要。

○ 本検討会では、こうした前提の下、諸外国の資質・能力論の分析や、国立教育政策研究所で検討されている「２１世
紀型能力」の枠組み試案などを参考としながら、今後の学習指導要領の構造として重視すべきポイントについて議論。

○ 本検討会は、次期学習指導要領に向けての基礎的な資料を得ることを目的に、 教育課程に関する学識経験者を集
めて開催したもの。
※平成２４年１２月～２６年３月１７日まで１３回開催

○ 今後、各論点について更に検討を深めた上で、次期学習指導要領の枠組みづくりに向けた議論に生かしたい。

主な提言事項

← 従来の学習指導要領は、児童生徒にどのような資質・能力を身に付けさせるかという視点よりも、各教科等においてど

のような内容を教えるかを中心とした構造。そのために、学習を通じて「何ができるようになったか」よりも、「知識と
して何を知ったか」が重視されがちとなり、また、各教科等を横断する汎用的な能力の育成を意識した取組も不十分と指
摘されている。

← 世界的潮流として、ＯＥＣＤの「キー・コンピテンシー」をはじめ、育成すべき資質・能力を明確化した上で、その育
成に必要な教育の在り方を考える方向。
（アメリカを中心とした「２１世紀型スキル」、英国の「キー・スキルと思考スキル」、オーストラリアの「汎用的能
力」など。）
日本でも比較的早い時期から「生きる力」の理念を提唱しており、その考え方はＯＥＣＤのキー・コンピテンシーとも
重なるものであるが、「生きる力」を構成する具体的な資質・能力の具体化や、それらと各教科等の教育目標・内容の関
係についての分析がこれまで十分でなく、学習指導要領全体としては教育内容中心のものとなっている。

← より効果的な教育課程への改善を目指すためには、学習指導要領の構造を、育成すべき資質・能力を起点として改めて
見直し、改善を図ることが必要。

育成すべき資質・能力を踏まえた教育目標・内容と評価の在り方に関する検討会
－論点整理－【主なポイント】（平成２６年３月３１日取りまとめ）



・ 学習指導要領に指導方法についてどこまで盛り込むべきか検討すべき。
・ 各学校において、育成すべき資質・能力を中心とした効果的なカリキュラムが編成・実施されるよう、学校の教育目標の見直しや、
学校全体のカリキュラム・マネジメントを促進するための支援策について検討すべき。

・ 評価の基準を、「何を知っているか」にとどまらず、「何ができるか」へと改善することが必要。
このためには、現行の学習評価の取組に加え、パフォーマンス評価を重視する必要があり、そのための具体的な方法論について

更に検討が必要。

・ 現在の学習指導要領に定められている各教科等の教育目標・内容を以下の三つの視点で分析した上で、学習指導要領の構造の中

で適切に位置付け直したり、その意義を明確に示したりすることについて検討すべき。ア）～ウ）については、相互のつながりを意識しつ
つ扱うことが重要。
ア）教科等を横断する汎用的なスキル（コンピテンシー）等に関わるもの
①汎用的なスキル等としては、例えば、問題解決、論理的思考、コミュニケーション、意欲など
②メタ認知（自己調整や内省、批判的思考等を可能にするもの）

イ）教科等の本質に関わるもの（教科等ならではの見方・考え方など）

例：「エネルギーとは何か。電気とは何か。どのような性質を持っているのか」のような教科等の本質に関わる問いに答え
るためのものの見方・考え方、処理や表現の方法など

ウ）教科等に固有の知識や個別スキルに関するもの

例：「乾電池」についての知識、「検流計」の使い方

・ 今後育成が求められる資質・能力の枠組みについて、諸外国の動向や国立教育政策研究所の「２１世紀型能力」も踏まえつつ更に
検討が必要。
その際、自立した人格をもつ人間として、他者と協働しながら、新しい価値を創造する力を育成するため、例えば、「主体性・自律性

に関わる力」「対人関係能力」「課題解決力」「学びに向かう力」「情報活用能力」「グローバル化に対応する力」「持続可能な社会づくり
に 関わる実践力」などを重視することが必要と考えられる。

また、我が国の児童生徒の実態を踏まえると、受け身でなく、主体性を持って学ぶ力を育てることが重要であり、リーダーシップ、企
画力・創造力、意欲や志なども重視すべき。人としての思いやりや優しさ、感性などの人間性も重要。

①育成すべき資質・能力について

②育成すべき資質・能力に対応した教育目標・内容について

③育成すべき資質・能力に対応した学習評価について

④その他

○これまでの検討の主な成果は次のとおり。



ESD＝Education for Sustainable Developmentの略。
持続可能な社会の担い手を育むため、地球規模の課題を自分のこととして捉え、その解決に向けて

自分で考え行動を起こす力を身に付けるための教育。

１． 「ESD（持続可能な開発のための教育）」 とは？

２． 「国連ＥＳＤの10年」（ＵＮＤＥＳＤ）について
（United Nations Decade of Education for  Sustainable Development）

2002年 ヨハネスブルクサミットで我が国が提案

2002年 国連決議（第57回総会）
・ 2005～2014年の10年
・ ユネスコを主導機関に指名

2005年 DESD国際実施計画をユネスコにて策定

2009年 ESD世界会議（ボン）
・ ボン宣言の採択

2014年 持続可能な開発のための教育（ESD）に
関するユネスコ世界会議

（愛知県・名古屋市／岡山市）

環境教育

エネルギー
教育

国際理解
教育

世界遺産や
地域の文化財等
に関する教育

その他
関連する教育

ESDの基本的な考え方

知識、価値観、行動等

気候変動

防災教育

生物多様性

環境、経済、社会
の統合的な発展

持続可能な開発のための教育（ESD）について

３． グローバル・アクション・プログラム（GAP）について
2013年 第３７回ユネスコ総会にて採択

2014年 第６９回国連総会にて採択

2015年～2019年 グローバル・アクション・プログラム（GAP）に基づいたESDの推進



コミュニケーションができる人

私たちは、複数の言語やさまざまな方法を用いて、自信をもって創造的に
自分自身を表現します。他の人々や他の集団のものの見方に注意深く耳
を傾け、効果的に協力し合います。

思いやりのある人

私たちは、思いやりと共感、そして尊重の精神を示します。人の役に立ち、
他の人々の生活や私たちを取り巻く世界を良くするために行動します。

探究する人

私たちは、好奇心を育み、探究し研究するスキルを身につけます。ひとり
で学んだり、他の人々と共に学んだりします。熱意をもって学び、学ぶ喜
びを生涯を通じてもち続けます。

私たちは、誠実かつ正直に、公正な考えと強い正義感をもって行動します。

信念をもつ人

私たちは、誠実かつ正直に、公正な考えと強い正義感をもって行動します。
そして、あらゆる人々がもつ尊厳と権利を尊重して行動します。私たちは、
自分自身の行動とそれに伴う結果に責任をもちます。

心を開く人

私たちは、自己の文化と個人的な経験の真価を正しく受け止めると同時
に、他の人々の価値観や伝統の真価もまた正しく受け止めます。多様な
視点を求め、価値を見いだし、その経験を糧に成長しようと努めます。

バランスのとれた人

私たちは、自分自身や他の人々の幸福にとって、私たちの生を構成する知性、
身体、心のバランスをとることが大切だと理解しています。また、私たちが他の
人々や、私たちが住むこの世界と相互に依存していることを認識しています。

挑戦する人

私たちは、不確実な事態に対し、熟慮と決断力をもって向き合います。ひ
とりで、または協力して新しい考えや方法を探究します。挑戦と変化に機
知に富んだ方法で快活に取り組みます。

知識のある人

私たちは、概念的な理解を深めて活用し、幅広い知識を探究します。地
域社会やグローバル社会の重要な課題や考えに取り組みます。

振り返りができる人

私たちは、世界について、そして自分の考えや経験について、深く考察
します。自分自身の学びと成長を促すため、自分の長所と短所を理解
するよう努めます。

考える人

私たちは、複雑な問題を分析し、責任ある行動をとるために、批判的かつ
創造的に考えるスキルを活用します。率先して理性的で倫理的な判断を
下します。

国際バカロレア（ＩＢ）の学習者像

すべてのＩＢプログラムは、国際的な視野をもつ人間の育成を目指しています。人類に共通する人間らしさと地球を共に守る責任
を認識し、より良い、より平和な世界の構築に貢献する人間を育成します。ＩＢの学習者として、私たちは次の目標に向かって努力
します。

この「ＩＢの学習者像」は、ＩＢワールドスクール（ＩＢ認定校）が価値を置く人間性を10の人物像として表しています。こうした人物像は、
個人や集団が地域社会や国、そしてグローバルなコミュニティーの責任ある一員となることに資すると私たちは信じています。

ＩＢの学習者として、私たちは次の目標に向かって努力します。

（出典）国際バカロレア機構HP「IB Learner Profile」より文部科学省作成（2014/11/20アクセス）



【キー・コンピテンシーの３つのカテゴリー】

１．社会・文化的、技術的ツールを相互作用的に活用する能力
A言語、シンボル、テクストを相互作用的に活用する能力
B知識や情報を相互作用的に活用する能力
Cテクノロジーを相互作用的に活用する能力

２．多様な社会グループにおける人間関係形成能力
A他人と円滑に人間関係を構築する能力
B協調する能力
C利害の対立を御し、解決する能力

３．自律的に行動する能力
A 大局的に行動する能力
B 人生設計や個人の計画を作り実行する能力
C 権利、利害、責任、限界、ニーズを表明する能力

ＯＥＣＤキーコンピテンシーについて

（出典）OECD “Definition and Selection of Competencies（DeSeCo）” を参考に文部科学省作成

Use tools
interactively

(e.g. language,
technology)

Interact in
Heterogeneous

groups

Act
autonomously

OECDにおいて，単なる知識や技能ではなく，人が特定の状況の中で技能や態度を含む心理社
会的な資源を引き出し，動員して，より複雑な需要に応じる能力とされる概念。

○ この３つのキー・コンピテンシーの枠組みの中心にあるのは、個人が深く考え、行動することの必要性。

深く考えることには、目前の状況に対して特定の定式や方法を反復継続的に当てはめることができる力だけ
ではなく、変化に対応する力、経験から学ぶ力、批判的な立場で考え、行動する力が含まれる。



ＰＩＳＡ２０１５及びＰＩＳＡ２０１８で測定する力

（出典：PISA 2015 Draft Collaboration 
Problem Solving Framework, OECD）

Collaborative problem solving competency is the capacity of an individual to effectively 
engage in a process whereby two or more agents attempt to solve a problem by sharing 
the understanding and effort required to come to a solution and pooling their knowledge, 
skills and efforts to reach that solution.

仮訳：協同問題解決能力とは、2人以上の行為者が、問題を解決するために必要な理解や
努力を共有し、その解決に至る知識・技術・努力をプールすることによって、問題を解決
するプロセスに効果的に関わろうとする個人の能力。

１．ＰＩＳＡ２０１５

協同問題解決能力

２．ＰＩＳＡ２０１８

グローバルコンピテンス

含まれる３つのコンピテンシー

1. Establishing and maintaining shared understanding;
理解の共有を確立し、維持する

2. Taking appropriate action to solve the problem;
問題を解決するために適切な行動を起こす

3. Establishing and maintaining team organization.
チームの組織を設置し、維持する

（詳細は現在検討中）

３分野（数学的リテラシー、読解力、科学的リテラシー）に加え、以下の能力についても調査。



①思考力を中核とし，それを支える②基礎力と，使い方を方向
づける③実践力の三層構造

（国立教育政策研究所, 2013, p.26 一部編集）

求められる力 具体像（イメージ）

未来を創る
（実践力）

生活や社会，環境の中に問題を見いだし，
多様な他者と関係を築きながら答えを導
き，自分の人生と社会を切り開いて，健
やかで豊かな未来を創る力

深く考える
（思考力）

一人一人が自分の考えを持って他者と対
話し，考えを比較吟味して統合し，より
よい答えや知識を創り出す力，さらに次
の問いを見つけ，学び続ける力

道具や身体
を使う

（基礎力）

言語や数量，情報などの記号や自らの身
体を用いて，世界を理解し，表現する力

国立教育政策研究所が整理した資質・能力の構造化のイメージ

未来を創る（実践力）
・自律的活動
・関係形成
・持続可能な社会

深く考える（思考力）
・問題解決・発見
・論理的・批判的・創造的思考
・メタ認知・学び方の学び

道具や身体を使う
（基礎力）
・言語
・数量
・情報



育成すべき資質・能力を踏まえた教育目標・内容と
評価の在り方に関する検討会（第６回）
平成２５年６月２７日配付資料
（国立教育政策研究所）

諸外国の教育改革における資質・能力目標

EＵ イギリス オーストラリア ニュージーランド （アメリカほか）

キーコンピテンシー
キースキル
と思考スキル

汎用的能力
キー
コンピテンシー

21世紀スキル

言語、記号の
活用

第１言語
外国語

コミュニケ
ーション

リテラシー

創造とイノベーション

批判的思考と
問題解決

学び方の学習

コミュニケーション

コラボレーション

大きな展望

人生設計と個人
的プロジェクト
権利・利害・限界
や要求の表明

人間関係力

協働する力

問題解決力

異質な集団
での交流力 シティズンシップ

自律的
活動力

進取の精神
と起業精神

問題解決

協働する

倫理的理解 自己管理力 キャリアと生活

社会的・市民的コン
ピテンシー
文化的気づきと表現

個人的・
社会的能力

異文化間理解

他者との関わり

参加と貢献

個人的・社会的責任

反省性（考える力）

(協働する力)
(問題解決力)

学び方の
学習

思考スキル

(問題解決)
(協働する)

批判的・
創造的思考力

思考力

OECD（DeSeCo）

キーコンピテンシー

相互作用的
道具活用力

言語・記号・テキスト
を使用する能力

知識や情報の
活用

数学と科学技術の
コンピテンス

数字の応用 ニューメラシー

技術の活用
デジタル・
コンピテンス

情報テク
ノロジー

ＩＣＴ技術
情報リテラシー

ＩＣＴリテラシー

基礎的
リテラシー

認知スキル

社会スキル



幼児教育に関する現状について

※認定こども園は、幼保連携型認定こども園のほか、幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園、地方裁量型認定こども園がある。

平成２７年度より、幼稚園・保育所・認定こども園等の特性を生かした良質かつ適切な教育・保育、子育て支援を総合的に提供する体制を整備する
ことを目的とした「子ども・子育て支援新制度」がスタート。

幼保連携型認定こども園
（幼保連携型認定こども園教育・保育要領）

乳幼児期における多様な教育・保育の制度

【平成２６年度幼児教育実態調査（文部科学省）】
○子育て支援活動を実施している幼稚園は、全体の８６．７％
【第２回幼児教育・保育についての基本調査報告書 ベネッセ教育総合研究所 2013年度】
○乳幼児がいる家庭全体に対して、充実させる必要性のある支援
・子育てについて気軽に相談できる場や機会の提供 ５１．１％の園がとても感じる ４２．１％の園がまあ感じると回答
・保護者が乳幼児の発達やかかわり方について理解を深める情報提供 ５０．９％の園がとても感じる。４０．４％の園がまあ感じると回答

幼稚園（幼稚園教育要領）

【第１回幼児期から小学１年生の家庭教育調査報告書（ベネッセ次世代育成研究所，２０１３）
学びに向かう力の育ちと、文字・数・思考の育ちには関連がみられる
※本調査では、「学びに向かう力」とは、自分の気持ちを言う、相手の意見を聞く、物事に挑戦するなど、自己主張・自己抑制・協調性・好奇心などに関係する力 としている。

幼児期におけるいわゆる「非認知的能力」の重要性

【平成２６年度幼児教育実態調査（文部科学省】
○小学校の児童と交流を行った幼稚園は、全体の７６．９％
○小学校の教員と交流を行った幼稚園は、全体の７２．１％
○幼小接続において、接続を見通した教育課程の編成・実施が行われていない市町村 ７７．０％
○平成２６年度当初の異動発令による人事交流（県費負担小学校教員と市町村費負担幼稚園教員の人事交流、市町村費負担小学校教員と市町村費負担幼稚園教員の人事交流）を行った
地方公共団体 ２.０％

保育所（保育所保育指針）

学校 学校 児童福祉施設

児童福祉施設

幼小接続の現状

幼稚園における子育ての支援の現状



第３章 指導計画及び教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動などの留意事項

第１ 指導計画の作成に当たっての留意事項
１ 一般的な留意事項
(9) 幼稚園においては，幼稚園教育が，小学校以降の生活や学習の基盤の育成につながるこ
とに配慮し，幼児期にふさわしい生活を通して，創造的な思考や主体的な生活態度などの基
礎を培うようにすること。

２ 特に留意する事項
(5) 幼稚園教育と小学校教育との円滑な接続のため，幼児と児童の交流の機会を設けたり，小
学校の教師との意見交換や合同の研究の機会を設けたりするなど，連携を図るようにするこ
と。

※幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育所保育指針においても、小学校との連携に関する規定がある。

幼稚園教育要領（平成20年3月告示）における幼小接続の規定



第２章 各教科 第5節 生活 第３ 指導計画の作成と内容の取扱い

１ （３）国語科，音楽科，図画工作科など他教科等との関連を積極的に図り，指導の効果を高めるようにすること。特に，第１学
年入学当初においては，生活科を中心とした合科的な指導を行うなどの工夫をすること。

道徳

他の教科

総合的な学習の
時間

特別活動

外国語活動

小学校

小学校学習指導要領（平成20年3月告示）における幼稚園教育との連携に係る主な規定

第1章 総則 第４ 指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項

２ （12） 学校がその目的を達成するため，地域や学校の実態等に応じ，家庭や地域の人々の協力を得るな
ど家庭や地域社会との連携を深めること。また，小学校間，幼稚園や保育所，中学校及び特別支援学校など
との間の連携や交流を図るとともに，障害のある幼児児童生徒との交流及び共同学習や高齢者などとの交
流の機会を設けること。

第2章 各教科

第1節 国語

第３ 指導計画の作成と内容
の取扱い

１（６）低学年においては，生
活科などとの関連を積極的
に図り，指導の効果を高める
ようにすること。特に第１学年
においては，幼稚園教育に
おける言葉に関する内容な
どとの関連を考慮すること。

第2章 各教科

第６節 音楽

第３ 指導計画の作成と内容
の取扱い

１（４）低学年においては，生
活科などとの関連を積極的
に図り，指導の効果を高める
ようにすること。特に第１学年
においては，幼稚園教育に
おける表現に関する内容な
どとの関連を考慮すること。

第２章 各教科

第７節 図画工作

第３ 指導計画の作成と内容
の取扱い

１（５）低学年においては，生
活科などとの関連を積極的
に図り，指導の効果を高める
ようにすること。特に第１学年
においては，幼稚園教育に
おける表現に関する内容な
どとの関連を考慮すること。

※ 上記の規定のほか、生活、特別活動等に幼児と児童との触れ合いに関する規定がある。



小学校におけるスタートカリキュラムについて

スタートカリキュラムとは

小学校へ入学した子供が、幼稚園・保育所・認定こども園などの遊びや生活を通した学びと育ち
を基礎として、主体的に自己を発揮し、新しい学校生活を創り出していくためのカリキュラム

成長

自立

安心

（参考）小学校学習指導要領解説 生活編
例えば，4 月の最初の単元では，学校を探検する生活科の学習活動を中核として，国語科，音楽科，図画工作科などの内容を合科的に
扱い大きな単元を構成することが考えられる。こうした単元では，児童が自らの思いや願いの実現に向けた活動を，ゆったりとした時間の中
で進めていくことが可能となる。大単元から徐々に各教科に分化していくスタートカリキュラムの編成なども効果的である。

ス
タ
ー
ト
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

幼児期 学びの芽生え 児童期 自覚的な学び

・楽しいことや好きなことに集中する
ことを通して、様々なことを学んでい
く。

・遊びを中心として、頭も心も体も動
かして様々な対象と直接関わりなが
ら、総合的に学んでいく。

・日常生活の中で、様々な言葉や非
言語によるコミュニケーションによって
他者と関わり合う。

・学ぶことについての意識があり、集中す
る時間とそうでない時間（休憩の時間等）
の区別が付き、自分の課題の解決に向け
て、計画的に学んでいく。

・各教科等の学習内容について授業を通
して学んでいく。

・主に授業の中で、話したり聞いたり、読
んだり書いたり、一緒に活動したりすること
で他者と関わり合う。

幼児教育

・５領域（健康、人間関係、環境、言葉、表現）を総合的
に学んでいく教育課程等
・子供の生活リズムに合わせた1日の流れ
・身の回りの「人・もの・こと」が教材
・総合的に学んでいくために工夫された環境構成 等

小学校教育
・各教科等の学習内容を系統的に学ぶ教育課程
・時間割に沿った1日の流れ
・教科書が主たる教材
・系統的に学ぶために工夫された学習環境 等



＜幼小接続の課題＞（文部科学省調査より）
○ ほとんどの地方公共団体で幼小接続の重要性を認識（都道府県１００％、市町村９９％）。
○ その一方、幼小接続の取組は十分実施されているとはいえない状況（都道府県７７％、市町村８０％が未実施）。
○ その理由‥「接続関係を具体的にすることが難しい」（５２％）、「幼小の教育の違いについて十分理解・意識していない」（３４％）、「接続した教育課程の編成に積極的
ではない」（２３％）

（報告のポイント）
①幼児期の教育と小学校教育の関係を「連続性・一貫性」で捉える考え方を示す
○教育基本法や学校教育法において、幼小の教育の目的・目標（知・徳・体）は連続性・一貫性をもって構成。
○幼小接続を体系的に理解するため、幼小接続の構造を「３段構造」（教育の目的・目標⇒教育課程⇒教育活動）で捉える。
○幼小の教育の目標を「学びの基礎力の育成」という一つのつながりとして捉える。
○幼児期の教育と小学校教育では、互いの教育を理解し、見通すことが必要。（その際、幼児期の教育と小学校教育は、それぞれ発達の違いを踏まえ
て教育を充実させることが重要であり、一方が他方に合わせるものではないことに留意。）

②幼児期と児童期の教育活動をつながりで捉える工夫を示す
○幼小を通した学びの基礎力の育成を図るため、
・幼児期の終わりから児童期（低学年）にかけては「三つの自立」（学びの自立、生活上の自立、精神的な自立）を育成。
・上記に加え、児童期においては、「学力の三つの要素」（「基礎的な知識・技能」、「課題解決のために必要な思考力、判断力、表現力等」、「主体的に
学習に取り組む態度」）を育成。
○学びの芽生えの時期（幼児期）、自覚的な学びの時期（児童期）という発達の段階の違いからくる、遊びの中での学びと各教科等の授業を通した学
習という違いがあるものの、「人とのかかわり」や「ものとのかかわり」という直接的・具体的な対象とのかかわりで幼児期と児童期の教育活動のつな
がりを見通して円滑な移行を図ることが必要。

○小学校入学時に幼児期の教育との接続を意識したスタートカリキュラムの編成の留意点を示す。

（幼稚園・保育所・認定こども園との連携協力（子供の実態や指導の在り方等について理解を深める等）、授業時間や学習空間などの環境構成等の工夫（１５分程度の
モジュールによる時間割の構成等）など）

○幼児期と児童期の教育双方が接続を意識する期間を「接続期」というつながりとして捉える考え方の普及を図る。

（幼児期の年長から児童期（低学年）の期間における子供の発達や学びの連続性を踏まえて接続期を捉えることが必要。なお、接続期の実際の始期・終期は各学校・
施設において適切な期間を設定。）

③幼小接続の取組を進めるための方策（連携・接続の体制づくり等）を示す
○幼小接続の取組を進めるための方策として、幼小接続のための連携・接続の体制づくり、教職員の資質向上（研修体制の確立）、家庭や地域社会との連携・協力
についてのポイントを示す。

「人とのかかわり」における留意点
＜幼児期の終わり＞

○ 幼児の興味・関心や生活、協同性の育ち等の状況を踏まえて教職員が方向付けた課題を自分のこととして
受け止め、相談したり互いの考えに折り合いを付けたりしながら、クラスやグループみんなで達成感をもってやり
遂げる活動を計画的に進めることが必要。

「ものとのかかわり」における留意点
＜幼児期の終わり＞

○ 幼児の興味・関心や生活等の状況を踏まえて教職員が方向付けた課題について、発達の個人差に十分
配慮しつつ、これまでの生活や体験の中で感得した法則性、言葉や文字、数量的な関係などを組み合わせて
課題を解決したり、場面に応じて適切に使ったりすることについて、クラスやグループみんなで経験できる活動
を計画的に進めることが必要。

「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について（報告）」（平成22年11月）のポイント



幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について（報告）
幼児期の終わりまでに育ってほしい幼児の具体的な姿（参考例）

(例)・体を動かす様々な活動に目標をもって挑戦したり、困難なことにつまずいても気持ちを切り替えて乗り越えようとしたりして、主体的に取り組む。
・いろいろな遊びの場面に応じて、体の諸部位を十分に動かす。
・健康な生活リズムを通して、自分の健康に対する関心や安全についての構えを身に付け、自分の体を大切にする気持ちをもつ。
・衣服の着脱、食事、排泄などの生活に必要な活動の必要性に気付き、自分でする。
・集団での生活の流れなどを予測して、準備や片付けも含め、自分たちの活動に、見通しをもって取り組む。

(例)・生活の流れを予測したり、周りの状況を感じたりして、自分でしなければならないことを自覚して行う。
・自分のことは自分で行い、自分でできないことは教職員や友達の助けを借りて、自分で行う。
・いろいろな活動や遊びにおいて自分の力で最後までやり遂げ、満足感や達成感をもつ。

(例)・いろいろな友達と積極的にかかわり、友達の思いや考えなどを感じながら行動する。
・相手に分かるように伝えたり、相手の気持ちを察して自分の思いの出し方を考えたり、我慢したり、気持ちを切り替えたりしながら、わかり合う。
・クラスの様々な仲間とかかわりを通じて互いのよさをわかり合い、楽しみながら一緒に遊びを進めていく。
・クラスみんなで共通の目的をもって話し合ったり、役割を分担したりして、実現に向けて力を発揮しやり遂げる。

(例)・相手も自分も気持ちよく過ごすために、してよいことと悪いこととの区別などを考えて行動する。
・友達や周りの人の気持ちを理解し、思いやりをもって接する。
・他者の気持ちに共感したり、相手の立場から自分の行動を振り返ったりする経験を通して、相手の気持ちを大切に考えながら行動する。

(例)・クラスのみんなと心地よく過ごしたり、より遊びを楽しくするためのきまりがあることが分かり、守ろうとする。
・みんなで使うものに愛着をもち、大事に扱う。
・友達と折り合いをつけ、自分の気持ちを調整する。

（イ）健康な心と体

（ロ）自立心

（ハ）協同性

（ニ）道徳性の芽生え

（ホ）規範意識の芽生え

(例)・小学生・中学生、地域の様々な人々に、自分からも親しみの気持ちを持って接する。
・親や祖父母など家族を大切にしようとする気持ちをもつ。
・関係の深い人々との触れ合いの中で、自分が役に立つ喜びを感じる。
・四季折々の地域の伝統的な行事に触れ、自分たちの住む地域に一層親しみを感じる。

（ヘ）いろいろな人とのかかわり



(例)・自然に出会い、感動する体験を通じて、自然の大きさや不思議さを感じ、畏敬の念をもつ。
・水や氷、日向や日陰など、同じものでも季節により変化するものがあることを感じ取ったり、変化に応じて生活や遊びを変えたりする。
・季節の草花や木の実などの自然の素材や、風、氷などの自然現象を遊びに取り入れたり、自然の不思議さをいろいろな方法で確かめたりする。

(例)・身近な動物の世話や植物の栽培を通じて、生きているものへの愛着を感じ、生命の営みの不思議さ、生命の尊さに気付き、感動したり、いたわった
り、大切にしたりする。
・友達同士で目的に必要な情報を伝え合ったり、活用したりする。
・公共の施設を訪問したり、利用したりして、自分にとって関係の深い場であることが分かる。
・様々な行事を通じて国旗に親しむ。

(例)・生活や遊びを通じて、自分たちに関係の深い数量、長短、広さや速さ、図形の特徴などに関心をもち、必要感をもって数えたり、比べたり、組み合

わせたりする。
・文字や様々な標識が、生活や遊びの中で人と人をつなぐコミュニケーションの役割をもつことに気付き、読んだり、書いたり、使ったりする。

例)・相手の話の内容を注意して聞いて分かったり、自分の思いや考えなどを相手に分かるように話したりするなどして、言葉を通して教職員や友達と心を
通わせる。
・イメージや考えを言葉で表現しながら、遊びを通して文字の意味や役割を認識したり、記号としての文字を獲得する必要性を理解したりし、必要に応じ
て具体的な物と対応させて、文字を読んだり、書いたりする。
・絵本や物語などに親しみ、興味をもって聞き、想像をする楽しさを味わうことを通して、その言葉のもつ意味の面白さを感じたり、その想像の世界を友
達と共有し、言葉による表現を楽しんだりする。

(例）・生活の中で美しいものや心を動かす出来事に触れ、イメージを豊かにもちながら、楽しく表現する。
・生活や遊びを通して感じたことや考えたことなどを音や動きなどで表現したり、自由にかいたり、つくったり、演じて遊んだりする。
・友達同士で互いに表現し合うことで、様々な表現の面白さに気付いたり、友達と一緒に表現する過程を楽しんだりする。

（チ）自然とのかかわり

（リ）生命尊重、公共心等

（ヌ）数量・図形、文字等への関心・感覚

（ル）言葉による伝え合い

（ヲ）豊かな感性と表現

(例)・物との多様なかかわりとの中で、物の性質や仕組みについて考えたり、気付いたりする。
・身近な物や用具などの特性や仕組みを生かしたり、いろいろな予想をしたりし、楽しみながら工夫して使う。

（ト）思考力の芽生え



教育振興基本計画（抜粋）
（平成25年6月14日閣議決定）

前文

○ 今正に我が国に求められているもの，

それは，「自立・協働・創造に向けた一人一人の主体的な学び」である。

○ グローバル化の進展などにより世界全体が急速に変化する中にあって，産

業空洞化や生産年齢人口の減少など深刻な諸課題を抱える我が国は，極めて

危機的な状況にあり，東日本大震災の発生は，この状況を一層顕在化・加速

化させた。これらの動きは，これまでの物質的な豊かさを前提にしてきた社

会の在り方，人の生き方に大きな問いを投げ掛けている。

○ これらの危機を乗り越え，持続可能な社会を実現するための一律の正解は

存在しない。社会を構成する全ての者が，当事者として危機感を共有し，自

ら課題探求に取り組むなど，それぞれの現場で行動することが求められる。

何もしないことが最大のリスクである。幸いにして，日本には世界から評価

される「人の絆」や基礎的な知識技能の平均レベルの高さなど様々な「強み」
きずな

がある。これらを踏まえて，経済成長のみを追求するのではない，成熟社会

に適合した新たな社会モデルを構築していくことが求められている。そのた

めには，多様性を基調とする「自立，協働，創造」の三つがキーワードとな

る。

○ そして，教育こそが，人々の多様な個性・能力を開花させ人生を豊かにす

るとともに，社会全体の今後一層の発展を実現する基盤である。特に，今後

も進展が予想される少子化・高齢化を踏まえ，一人一人が生涯にわたって能

動的に学び続け，必要とする様々な力を養い，その成果を社会に生かしてい

くことが可能な生涯学習社会を目指していく必要がある。これこそが，我が

国が直面する危機を回避させるものである。

○ 教育行政としては，このような社会，すなわち，改正教育基本法の理念を

踏まえた「教育立国」の実現に向け，教育の再生を図り，何より，責任を持

って教育成果の保証を図っていくことが求められる。このため，第２期計画

においては，「①社会を生き抜く力の養成」，「②未来への飛躍を実現する人

材の養成」，「③学びのセーフティネットの構築」，「④絆づくりと活力あるコ
きずな

ミュニティの形成」を基本的方向性として位置付け，明確な成果目標の設定

と，それを実現するための具体的かつ体系的な方策を示す。



第１部 我が国における今後の教育の全体像

Ⅰ 教育をめぐる社会の現状と課題

（１）教育の使命

○ 「人格の完成」や「個人の尊厳」などの普遍的な理念を継承しつつ，平成

１８年に改正された教育基本法においては，①知・徳・体の調和がとれ，生涯

にわたって自己実現を目指す自立した個人，②公共の精神を尊び，国家・社会

の形成に主体的に参画する国民，③我が国の伝統と文化を基盤として国際社会

を生きる日本人の育成を目指すことが明確にされた。このような理念を達成す

るためには，現下の社会経済情勢及び将来展望を十分に踏まえ，「教育立国」

としてふさわしい教育の在り方を具体的に検討し，必要な政策を実行すること

が求められる。

（２）我が国における諸情勢の変化

①グローバル化や少子化・高齢化など社会の急激な変化

○ 世界は，グローバル化や情報通信技術の進展に伴い，人・モノ・金・情報

や様々な文化・価値観が国境を越えて流動化するなど，変化が激しく先行きが

不透明な社会に移行している。

新興国の台頭をはじめとしてグローバルな経済成長が進む中にあって，我が

国は１９９０年代のバブル崩壊以降，約２０年もの間，経済の停滞に瀕してお
ひ ん

り，さらには世界に先んじて少子化・高齢化の急激な進行に直面している。

このような状況は，以下に述べるように，社会生活の様々な側面に影響を及

ぼしつつあるものと考えられ，我が国社会の各分野において早急な対応が迫ら

れている。

②我が国が直面する危機

（少子化・高齢化による社会活力の低下）

○ ２０６０年には，我が国の人口は２０１０年比約３割減の約９千万人まで

減少し，そのうちの約４割が６５歳以上の高齢者となることが予想されている。

このような急激な少子化・高齢化の進展により，生産年齢人口の減少，我が国

経済の規模の縮小，税収の減少，社会保障費の拡大などが懸念される。そして，

これらに係る負担を誰に対しどのように求め，いかにして持続可能で活力ある

社会を構築するかという危機が眼前にある。

（厳しさを増す経済環境と知識基盤社会への移行）

○ 同時に，ＢＲＩＣｓ諸国など新興国の台頭による国際競争の激化，生産拠

点の海外移転による産業空洞化など，我が国を取り巻く経済環境は厳しさを増

しており，我が国の国際的な存在感の低下が懸念される。世界全体が知識基盤

社会へと移行する中，天然資源の乏しい我が国においては，知の量と質が鍵を

握ることとなる。



（雇用環境の変容）

○ さらに，サービス産業の拡大，国籍を問わない人材採用，成果・能力重視

の賃金制度の導入など，かつてのような終身雇用・年功序列といった一律横並

びの雇用慣行が変容しつつあり，従来の企業内教育による人材育成機能の低下

が懸念される。また，就職ミスマッチなどの問題を背景として，若年者の失業

率・非正規雇用の割合が増加するなど，雇用情勢は厳しさを増している。

（社会のつながりの希薄化など）

○ また，都市化・過疎化の進行，家族形態の変容，価値観やライフスタイル

の多様化を背景として，特に都市部を中心に，地域社会等のつながりや支え合

いによるセーフティネット機能の低下が指摘されている。これにより，人々の

孤立化が懸念されるとともに，我が国において培われてきた文化・規範の次世

代への継承が困難となるおそれがある。また，このことは，規範意識の低下と

いった教育上の問題の一因ともなっている。

（格差の再生産・固定化）

○ 国民生活上，個人の努力などによる格差が一定程度生じることは許容され

るべきではあるが，能力を発揮する機会は，経済的・社会的な事情にかかわら

ず等しく享受されなければならない。

しかしながら，地方の衰退・疲弊など地域間の格差，世代間・世代内の社会

的・経済的格差，さらには希望の格差の一層の進行が指摘されており，教育や

その後の就業の状況などとあいまって，格差の再生産・固定化が進行し，これ

が社会の活力低下や不安定化につながることが懸念される。

（地球規模の課題への対応）

○ 上記に加え，現在，世界は，環境問題，食料・エネルギー問題，民族・宗

教紛争など様々な問題に直面している。これらは正に地球規模の課題であり，

かつてのような物質的な豊かさのみの追求という視点から脱却し，持続可能な

社会の構築に向けて人類全体で取り組んでいくことが求められている。

（３）東日本大震災からの教訓

（東日本大震災がもたらした衝撃）

○ 東日本大震災は，地震，津波だけでなく，原子力発電所の事故も伴う複合

的災害であり，生命，財産，地域社会，生活の手段など国民にとってかけがえ

のないものを一挙に奪い去った。その影響は被災地だけでなく，広く全国に及

んでいる。

○ 上述した我が国が直面する危機は，これまでも我が国において指摘されて

きた問題であるが，この震災により一層顕在化・加速化しつつあり，生活水準

や経済状況・雇用状況の悪化，社会格差の増大など様々な影響が懸念されてい

る。

（被災から見いだされた希望）



○ この震災により，被災地の教育もまた計り知れない人的・物的被害を受け，

いまだに他の地域や場所で授業を行わざるを得ない学校があるなど，依然とし

て厳しい状況にあるが，希望までが失われたわけではない。とりわけ希望を感

じるのは，被災地の子どもたちである。彼らは避難所運営やお年寄りの世話な

どのボランティアに主体的に取り組むなど大きな力を発揮した。また，避難所

や仮設住宅などの厳しい学習環境にあって，床にノートを広げて宿題をする様

子や，暗がりの中で自学自習に打ち込む姿からは，学びへの強い意欲と困難を

乗り越えようとするたくましさが感じられた。

○ さらに，教職員をはじめとする地域住民，ボランティア，大学・ＮＰＯ・

企業などの献身的かつ積極的な行動，警察官，消防士，自衛官などによる職業

的使命感に基づく的確な救助・救援活動などは，我が国に「人の絆」が今も強
きずな

く存在していることを国際社会に強く印象付けた。さらに，国際社会から様々

な支援を受けたことは，我々にとって「世界との絆」を感じる経験ともなった。
きずな

（震災からの教訓）

○ 我々は未曽有の震災体験を通じて，改めて我が国が直面する危機を打破す

るための手掛かり（教訓）を見いだすことができたと思われる。例えば，

・困難に直面しようとも，諦めることなく，状況を的確に捉えて自ら考え行

動する力の重要性

・新たな社会的・経済的価値を生み出すイノベーションの創造など，未来志

向の復興・社会づくりを目指していくこと，そのための人材育成の重要性

・居住地域や経済的理由など子ども・若者が置かれている環境にかかわらず，

全ての子ども・若者が耐震化等の施された安全な学校施設で安心して必要

な力を身に付けていける環境整備の重要性

・人々や地域間，各国間に存在するつながり（絆）や，人と自然の共生の重
きずな

要性

などが挙げられる。

○ 東北各地では，現地の人を中心にしながら，国内・国外からの多くの支援

・協力を得つつ，復興に向けた新しい教育の創造の動きが始まっている。この

ような取組は今後の我が国の教育の在り方に大きな示唆を与えるものであり，

こうした東北発の未来型教育モデルづくりを被災地だけでなく我が国全体で発

展させていけるよう支援を行うことが求められる。

（４）社会の方向性

（社会システム転換の必要性）

○ 以上に述べた様々な危機を放置すれば，人口減少，経済成長力の低下，財

政の悪化，雇用不安や格差拡大による社会の不安定化，社会保障への悪影響な

ど負の連鎖が加速し，早晩我が国社会が衰退の一途をたどることは免れない。

○ しかし，一方で，我が国には様々な強みが存在していることも忘れてはな

らない。「クール・ジャパン」と呼ばれる豊かで多様な文化・芸術や優れた感

性，環境・エネルギーや医療・介護分野等の世界をリードする高い科学技術，



さらには「ものづくり」の基盤技術など，枚挙にいとまがない。そして，これ

らの源泉として存在する，勤勉性や協調性，思いやりの心，さらには読み・書

き・計算などの基礎的な知識技能の平均レベルの高さ，そして先の大震災でも

改めて認識された人の絆といった我々の特質や力は，危機を乗り越えるための
きずな

糸口ともなり得るものである。

○ 上記の危機に対応していくためには，このような強みを伸長しつつ，多様

性を基調として様々な人々や自然と共生する成熟社会に適合したモデルを提示

・実現することにより，負の連鎖を正の連鎖に転換し，閉塞感を打破していく

ことが求められている。

（新たな社会モデル ～知識を基盤とした自立，協働，創造モデルとしての生

涯学習社会の実現～）

○ 地球規模の問題が山積しており，資本主義社会を基調としつつも，物質的

豊かさのみを追求する時代の終焉に差し掛かっている現在，諸問題の解決に向
しゅう え ん

けた「協働」や新たな社会的価値を示すイノベーションの視点が求められてい

る。同時に，変化が激しく，多様化が一層進行する中にあっては，個人の幸福

の実現に向けた，あるいは，社会全体の持続的成長・発展に向けた今後の方向

性を行政が一律に指し示すことは困難と考えられ，それぞれの現場においても

様々な方向性を見いだし，実現していくことが必要となっている。

○ このため，今後は，「自助」を基調としつつも，人々が主体的に社会参画し

社会全体で支え合う「互助・共助」の在り方が一層重要になり，これらが困難

な場合に「公助」が必要となる。すなわち，一人一人の自立した個人が多様な

個性・能力を生かし，他者と協働しながら新たな価値を創造していくことがで

きる柔軟な社会を目指していく必要がある。

○ その鍵を握るのは，社会を構成する個人・集団・社会総体としての知識・

知恵・意欲の量と質にほかならない。国内的にも国際的にも，知が社会・経済

を駆動する知識基盤社会が本格的に到来する中にあっては，各自が生涯にわた

って自己の能力と可能性を最大限に高め，様々な人々と協調・協働しつつ，自

己実現と社会貢献を図ることが必要となる。そのためには，人々がそれぞれの

ニーズに応じた多様な学習をあらゆる機会にあらゆる場所において能動的・自

発的に行い，その学習成果を社会に生かしていくことができる生涯学習社会を

構築する必要がある。

○ 以上を踏まえ，本計画においては，以下の「自立」「協働」「創造」の三つ

の方向性を実現するための生涯学習社会の構築を旗印とする。

（自立）一人一人が，多様な個性・能力を伸ばし，充実した人生を主体的に切

り拓いていくことのできる生涯学習社会
ひ ら

全ての個人の社会的自立の保障に向けて，生涯を通じ，社会におけ

る居場所と社会参加の機会を確保するとともに，それぞれの多様な個

性・能力に応じて，社会を生き抜くために必要な力を主体的に身に付

け，生かしていくことができるようにすることを目指す。

（協働）個人や社会の多様性を尊重し，それぞれの強みを生かして，共に 支



え合い，高め合い，社会に参画することのできる生涯学習社会

社会全体の絆の確保に向けて，言語，伝統，文化，郷土，歴史，自
きずな

然や協調性といった我が国の強みなどを尊重しつつも，様々な個性を

持つ人々や集団が，多様な価値観・ライフスタイル等を受容しながら

相互に学び合い，支え合い，高め合うことのできる環境の構築を目指

す。

（創造）これらを通じて更なる新たな価値を創造していくことのできる生涯学

習社会

最先端の場から日常生活に至る社会の様々なステージにおいて，多様

な価値観を受容し，それらがぶつかり融合することを通じ，新たな価

値を創造することができる環境を構築することを目指す。

（未来への投資による危機回避のシナリオ）

○ 「自立」「協働」「創造」の実現に向けて，教育は，人々の主体的・能動的

な成長をもたらすものであると同時に，社会の幅広いつながりをもたらす営み

として一層重要性を増すものである。

これは，我が国の成長を支えるための投資として，あらゆる世代の全ての

者が主体的に学び，能力を高め，次代を創造する主権者として社会参画するこ

とを社会全体において促す「積極的福祉（ポジティブ・ウェルフェア）」の概

念に立脚するものであって，上述の様々な日本の強みも生かしつつ教育を充実

することにより，以下のような危機回避シナリオの実現を目指す。

（個々人の自己実現，社会の「担い手」の増加，格差の改善）

・ 人々の「潜在力」が社会の様々な分野で最大限に生かされるよう，社会

的自立の基礎を培う「子ども」から，職業生活におけるスキルアップ等を目

指す「社会人」，これまでの経験を社会に還元しつつ生涯にわたり学び続け

る「高齢者」に至る全世代が，また，共生社会の理念も踏まえ，これまで十

分な社会参画が進んでいるとは言えない女性や外国人，障害者などを含む社

会の構成員全てが，多様な個性と能力を高め，十分に発揮できる「生涯現役

・全員参加型」社会を構築する。あわせて，出生率が低い水準にとどまって

いる状況なども踏まえ，未来の希望である子どもを安心して産み育てること

ができる教育環境を実現する。

これらを通じて，今後の社会の担い手を増加させるとともに社会格差を改

善する。

（社会全体の生産性向上）

・ グローバル化，産業構造の変化などに対応した生涯にわたる能力向上の

機会を充実し，その能力が適切に評価される仕組みを整備することにより，

将来展望を描きながら，転職等をチャンスと捉えることができるような環境

を構築する。これを通じて，高度の職業能力を持つ人材，グローバルに活躍

する人材，イノベーションを実現する人材の養成・確保を図り，成長分野の

産業活性化，新産業の創出などを実現する。



（一人一人の絆の確保）
きずな

・ 一人一人が公共の精神を自覚し主体的に他者と協働する意識を醸成する

とともに，仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現や学校・

家庭・地域の連携強化などにより学習や社会参画を可能とする環境を整備す

る。これを通じて，一人一人，さらには社会全体の絆づくりを図り，社会関
きずな

係資本を形成する。

（国民全体の幸福の実現）

・ 以上を通じて，一人一人が誇りと自信を取り戻し，社会の幅広い人々が

実感できる成長を実現する。また，国際的にも，地球規模の課題解決に貢献

し，持続可能な社会を構築することにより，世界から信頼・尊敬される存在

感ある国へと飛躍する。

Ⅱ 我が国の教育の現状と課題

（１）第１期計画の成果と課題

第１期計画（平成２０年７月１日閣議決定）においては，平成２０年から平

成２９年までの１０年間を通じて目指すべき教育の姿として，義務教育修了の

前後に区分した以下２点を掲げており，第２期計画の実施に当たっては，第１

期計画期間中における政策の検証結果を十分に踏まえる必要がある。

【今後１０年間を通じて目指すべき教育の姿】

○ 義務教育修了までに，すべての子どもに自立して社会で生きていく基礎

を育てる

・ 公教育の質を高め，信頼を確立する

・ 社会全体で子どもを育てる

○ 社会を支え，発展させるとともに，国際社会をリードする人材を育てる

・ 高等学校や大学等における教育の質を保証する

・ 「知」の創造等に貢献できる人材を育成する。こうした観点から，世

界最高水準の教育研究拠点を重点的に形成するとともに，大学等の国際

化を推進する

①義務教育修了までの段階における現状と課題

（小学校就学前教育段階）

○ 小学校就学前教育段階は，生涯にわたる人格形成及び義務教育の基礎を培

う意義を有するものであり，幼児教育と保育を総合的に提供する認定こども園

の設置促進，幼稚園就園奨励費補助の充実，新幼稚園教育要領の実施，幼稚園

における学校評価や小学校との交流活動の推進，預かり保育等の子育て支援の

実施など，教育の機会の確保と質の向上を図ってきている。

その結果，認定こども園の認定件数は，平成２５年４月１日現在で１，０９



９件（平成２０年４月１日時点：２２９件）まで増加するなど，一定の成果が

見られたところではあるが，まだ十分な水準とは言えない。

また，依然として，家計の教育費負担が重く，このことが少子化の要因とな

っているとの指摘もある。

このような状況を踏まえれば，家庭教育支援も含めた幼児教育の質的向上と

幼児教育・保育の総合的提供の一層の推進，幼児教育の無償化に向けた取組な

ど教育費負担の軽減に向けた条件整備が引き続き課題となっている。

（義務教育段階）

○ 義務教育段階は，個々人の能力を伸ばしつつ，社会的自立の基礎，国家・

社会の形成者としての基本的資質を養うことを目的としている。国民が質の高

い教育を等しく受けられるよう，機会均等，水準確保，無償制という義務教育

の根幹を保障することは国の責務である。

○ グローバル化や少子化・高齢化など急激な変化の時代にあって，人材育成

の基盤である義務教育は，格差の再生産・固定化を招くことのないよう，これ

までのどの時代よりも強靱な学びのセーフティネットとしての機能を果たし，
きょう じ ん

その上で世界トップレベルの学力，規範意識，歴史や文化を尊重する態度を育

むことが求められている。

○ 平成２０年には，小学校，中学校等における教育課程の基準を定めた学習

指導要領の改訂等が行われ，この中では，児童生徒に「確かな学力」，「豊か

な心」，「健やかな体」をバランス良く育成することを通じて，変化の激しい

これからの社会を「生きる力」をより一層育むことを目指し，教科等の授業時

数の増加や，教育内容の改善が行われている。特に，「確かな学力」について

は，「基礎的な知識・技能」，「知識・技能を活用し，自ら考え，判断し，表現

する力」，「学習に取り組む意欲」の三つの要素を育み，生涯にわたり学習す

る基盤を培うことを明確にしている。

○ 我が国の児童生徒の学力の現状について，全国学力・学習状況調査の結果

や各種国際調査の結果からは，基礎的・基本的な知識・技能の習得については，

個別には課題のある事項もあるものの全体としては一定の成果が認められるこ

と，一方で，思考力・判断力・表現力等を問う問題や記述式の問題に課題があ

ることが明らかとなっている。例えば，ＰＩＳＡ（ＯＥＣＤ（経済協力開発機

構）「生徒の学習到達度調査」）の結果では，過去の調査に比べて近年改善傾

向にあり，全体としては国際的に上位にある一方で，下位層の割合がトップレ

ベルの国と比較して多いこと，獲得した情報の関係性を理解して解釈したり，

自らの知識や経験と結び付けたりすることなどに課題があることが指摘されて

いる。また，学校外での学習時間についてみると，宿題をする時間は，小学生，

中学生ともに国際平均より短い。なお，全国学力・学習状況調査の結果によれ

ば，「家で学校の宿題をしている」との回答は，小学生では若干の増加傾向，

中学生では増加傾向にあるなど，改善の兆しも見られる。

さらに，学習意欲の面では，一部は改善しているが，小学生の算数や中学生

の数学・理科に関する興味・関心は国際平均よりも低い水準にあることが指摘



されている。

こうした現状は，新学習指導要領の目指す「確かな学力」に照らし，いまだ

多くの課題を抱えるものと言わざるを得ない。

新学習指導要領は，平成２３年度から小学校で，平成２４年度から中学校で

全面実施されているが，その趣旨の実現に向けた教育活動の充実のため，各学

校における教育環境整備の推進や全国学力・学習状況調査の結果等を踏まえた

指導方法の改善の提案など一層のきめ細かい支援が求められる。

○ 道徳教育については，行き過ぎた個人主義の風潮や社会全体のつながりの

薄れ，異なる文化や価値観等を持った人々との交流や各種体験の減少などを背

景として，規範意識や社会性などの育成には依然として課題が残っており，各

学校段階における取組の強化が必要である。

○ また，子どもの体力についても，昭和６０年頃と比較すると低い状況にあ

り，運動する子どもとしない子どもの二極化傾向など，課題が見られるととも

に，現代的健康課題の多様化・深刻化などへの対応も必要となっている。

○ これらの課題に対応し，きめ細かで質の高い教育を実現するため，少人数

学級の推進など教職員定数の改善が図られているが，少人数学級や少人数指導

等に係るこれまでの取組も踏まえ，今後とも引き続ききめ細かで質の高い教育

に対応するための教職員等の指導体制の整備について検討が必要である。

また，これらの課題は，教育問題であると同時に社会全体の問題でもあり，

家庭教育や地域での教育が困難になっている社会と指摘されている現在，学校

教育の充実のみならずコミュニティの再構築を通じて，子どもの学びを支える

必要がある。

さらに，これらの課題は，保護者の経済力などの家庭環境や子どもの生活環

境等に起因することも考えられるところであり，福祉行政などとも連携した取

組が求められる。

○ 学校の教職員だけで義務教育段階における全ての課題を解決することは困

難であり，これまでも外部人材の参画の促進，学校運営協議会制度の創設，学

校支援地域本部の設置や関係機関との連携促進などの各種方策を講じ，導入事

例は着実に増加しつつあるが，全国的にはいまだ普及の途上である。ＩＣＴ等

を活用した効果的・効率的なネットワーク形成や校務の改善を図りつつ，地域

の実情に応じて学校内外の様々な知恵・資源を取り入れていくことにより，学

校等の在り方も，児童生徒の教育の場であるのと同時に，多様な人が集まり協

働し創造する学びの拠点として深化させていくことが期待される。

②高等学校進学以降の段階における現状と課題

（高等学校教育段階）

○ 高等学校教育段階は，義務教育とは異なり個人の意欲・能力等に応じて進

学が選択されるものであり，入学時点及び卒業時点における個々の生徒の能力

・適性・進路等に応じて高等学校の在り方が多様化している。また，高等学校

への進学率は９８％に達し，国民的教育機関となっている状況を踏まえた対応

が必要となっている。このため，中学校卒業後のほぼ全ての者が学ぶ教育機関



としてふさわしい教育費の負担軽減と多様な高等学校の在り方を前提とした教

育の質の保証を図る必要がある。

○ 平成２２年度から公立高校授業料無償制・高等学校等就学支援金制度が実

施され，都道府県の行う授業料減免の充実とあいまって，教育費の負担は軽減

された。しかし，長期化している不況を背景として，高等学校等就学支援金の

加算対象者の増加傾向が見られ，低所得者層への支援の充実や公私間の教育費

格差の是正に配慮していく必要がある。

○ また，生徒の多様な学習ニーズに応えるため，単位制高等学校や総合学科

など多様な高等学校教育の選択肢を提供するための制度を整備してきたが，学

習時間の減少，学習意欲の減退などが課題となっており，高等学校教育の質を

保証する仕組みの必要性が指摘されている。特に，我が国の高校生について，

平均学習時間がここ１５年で減少傾向にあるという調査結果もある。平成２１

年に改訂され，平成２５年度から年次進行で実施されている新しい学習指導要

領に基づき，多様な高等学校の在り方を前提としつつも，公財政支出が成果に

結び付くよう高等学校と大学の接続の観点も含め，高等学校教育の質の保証等

に本格的に取り組むことが喫緊の課題となっている。

③生涯学習に関する現状と課題

○ グローバル化の進展などにより，社会の変化が激しく，多様化が一層進行

する状況を踏まえれば，生涯を通じて一人一人の潜在能力を最大限伸ばしてい

くことが必要である。例えば，学校教育を一旦離れた社会人等にとっては，学

び直しや知識の更新を通じたスキルアップが絶えず求められる。若年無業者・

フリーターやひきこもりの状態にある者に対しては，社会的自立・職業的自立

につながるような能力の向上が求められる。

○ このような状況の下，各大学や専修学校等における社会人受入れの実施促

進や，履修証明制度の創設などの取組が図られているものの，大学等への社会

人入学者の割合は依然として低く，また，卒業後３年以内の離職率が高等学校

卒で約４割，大学卒約３割で推移するなど，教育から雇用への円滑な接続には

現在も課題が見られ，学校教育と職業の往還する関係の構築をはじめとして，

学習成果が社会生活に活用される仕組みがより重要となっている。

○ また，学習機会の提供の観点からは，これまでも国・地方双方において幅

広く施策を展開し，また，民間においても，多種多様な教育サービスが提供さ

れてきたが，提供される学習機会の質を保証・向上させるための取組等につい

ては，必ずしも十分ではなかった。

○ このような状況を踏まえ，今後は，生涯学習社会の構築という理念の実現

に向けて，より一層，大学等における社会人等の受入れを推進するとともに，

学習サービスの質の向上・保証，学習成果の評価・活用，現代的・社会的課題

への対応や困難を抱える者に対する学習機会の提供，学習活動を通じた地域活

動の推進など，行政として対応すべき課題をより焦点化して，施策を集中的に

実施することが必要である。



○ 一方で，前述のとおり，社会が多様化していることに伴い，地域社会の抱

える課題が多様さと複雑さを増している中，これらの課題に対して，全国での

統一的・画一的な基準の運用や，市場による解決だけでなく，それぞれの地域

コミュニティにおいて解決を図ることが一層重要になっている。本来，社会教

育は，このような地域社会における課題解決の担い手を育てるため，中心的な

役割を担っていくべきであるが，多くの地方自治体において，地域コミュニテ

ィの変質や，社会教育担当部局以外の関係部局，ＮＰＯ，大学，民間事業者等

の多様な主体による社会教育事業の展開などに対して十分に対応できておら

ず，その役割を必ずしも果たせていないという課題を抱えている。

○ また，超高齢社会の到来や少子化の進展の中にあって，定年退職時期を迎

え，人生の第２ステージを歩もうとする人々が，これまでの人生での豊かな経

験や知識・技能を社会貢献に生かしていくことで，持続可能で活力ある社会を

構築していく必要がある。

○ さらに，保護者は子の教育に第一義的責任を有しており，教育の原点であ

る家庭教育は，「生きる力」を身に付けていく基礎をつくる重要なものである。

これまで地域の多様な人材の力を活用した家庭教育支援などに取り組んできた

ところであるが，家庭環境や地域環境が変化する中，子育てについての不安や

孤立を感じ，社会性や自立心等の子どもの育ちや基本的生活習慣などに課題を

抱える家庭は多く，家庭教育が困難な社会となっている。このため，文部科学

省において開催した家庭教育支援の推進に関する検討委員会において平成２４

年３月に報告書を取りまとめたところであり，今後は，家庭と地域や社会との

つながりをつくるとともに，教育分野と保健福祉分野の取組の連携・協力によ

り，親子の育ちを一層支援していくことが必要となっている。

（２）第１期計画の総括と今後の方向性

（第１期計画の総括）

○ 以上のような状況を踏まえれば，第１期計画において掲げる「１０年間を

通じて目指すべき教育の姿」の達成はいまだ途上にあると考えられ，また，教

育格差の問題，コミュニティとの協働やＩＣＴの活用の重要性，イノベーショ

ン創出の必要性など新たな課題も浮かび上がっている。この姿は平成２９年度

を想定するものであるため，第２期計画期間中に達成すべき目標であるが，現

在が大きな時代の転換点にあり，先般の東日本大震災の教訓を生かす必要があ

ることを踏まえれば，これまでの教育政策の在り方全体を検証しつつ，より未

来志向の視点に立った改善方策を本計画に位置付けることが必要である。

（これまでの教育改革）

○ これまでの教育改革の多くは，４次にわたる「臨時教育審議会答申」にも

見られるように，欧米への「追い付き追い越せ」を目標とした社会の終焉や経
しゅう え ん

済社会の成熟化など２１世紀の社会を見据えて進められてきた。特に第１期計

画は，主要先進国の多くが，成果目標などを盛り込んだ中長期計画を策定する

など，戦略的に教育政策を進めている状況にあって，初めて策定した総合的な



計画であった。このような様々な改革努力により教育諸条件は向上したが，例

えば，学校外での学習時間について，義務教育段階では減少傾向は底を打ち伸

びに転じているが，高等学校段階では減少傾向にあり，高等教育段階において

も学修時間は十分でないことを示す調査結果も見られるなど，繰り返し指摘さ

れてきた諸課題は依然として未解決のものも多く，より複雑化・顕在化してい

る。また，急速な社会変化により近年新たに生じた課題についても，必ずしも

全てに十分に対応できているとは言えない。

（教育課題が依然として指摘される要因の例）

○ その要因として，例えば，以下の点が挙げられ，改善が不可欠である。

・高度経済成長期における我が国社会では，価値観や人材の同質性・共通性に

基軸が置かれてきたが，それらが重視されてきた結果，個々人の多様な強み

を引き出すという視点が不足していたこと

・生涯学習社会の理念の共有が道半ばであり，教育に対する社会全体の連携の

強化や各学校段階間や学校・社会生活間において円滑に接続ができていない

こと，ともすれば縦割り的な視点に陥っていたこと

・「どのような成果を目指すのか」「どのような力の修得を目指すのか」とい

った明確な目標が設定され，その取組の成果について，データに基づく客観

的な検証を行い，そこで明らかになった課題等をフィードバックし，新たな

取組に反映させる検証改善サイクル（ＰＤＣＡサイクル）が，教育行政，学

校，学習者等の各レベルにおいて，必ずしも十分に機能していなかったこと

Ⅲ 四つの基本的方向性

（第２期計画が目指す四つの基本的方向性）

○ Ⅰで述べた社会情勢や，Ⅱで述べた教育の状況に鑑みれば，第２期計画期

間においては，第１期計画で掲げた「１０年間を通じて目指すべき姿」を達成

すると同時に，「自立」「協働」「創造」を基軸とした新たな社会モデルを実現

するための生涯学習社会の構築を旗印として，教育の再生に向けた各般の施策

を推進していく必要があると考える。

○ その際，少子化・高齢化が進行し生産年齢人口の大幅な減少等が予想され

る中で我が国が持続可能な発展を遂げていくために，社会の構成員一人一人の

能力を最大限伸ばしていくこと，一層進展するグローバル化に対応した教育を

展開していくこと，社会的格差の拡大を食い止めるための仕組みを構築してい

くこと，学びを通じて自立・協働型の社会づくり，地域づくりを推進していく

ことなどが求められる。

○ 以上を踏まえ，第２期計画にあっては，各学習機会を通じた以下の四つの

横断的視点で教育の在り方を捉え，必要な方策を整理することとした。

○ なお，その推進に当たっては，特に，教育における多様性の尊重，生涯学

習社会の実現に向けた「縦」の接続，各セクターの役割分担を踏まえた「横」

の連携・協働，教育現場の活性化に向けた国・地方の連携・協働という視点に

特に留意していくことが重要である。



（社会を生き抜く力の養成）

○ 社会が激しく変化する中で自立と協働を図るための能動的・主体的な力で

ある第１「社会を生き抜く力」を誰もが身に付けられるようにする。

（未来への飛躍を実現する人材の養成）

○ あわせて特に，変化や新たな価値を主導・創造しイノベーションを実現す

る人材，グローバル社会において各分野を牽引できるような人材，すなわち第
け ん い ん

２「未来への飛躍を実現する人材」を養成する。

（学びのセーフティネットの構築）

○ 一方，厳しい経済情勢において社会的格差等の問題が指摘される現在，上

記２点を達成するための基礎的な条件として，安全・安心で充実した教育機会

にアクセスできるようにすること，すなわち社会参画・自立に向けた第３「学

びのセーフティネット」を構築する。

（絆づくりと活力あるコミュニティの形成）
きずな

○ 以上の取組をより実効的に進めるためには，個々人の取組に委ねるのでは

なく，社会全体の協働関係において推進していくこと，いわゆる社会関係資本

を充実することが重要である。このため，社会のつながりの希薄化などが指摘

される中にあって，学校教育内外の多様な環境から学び，相互に支え合い，そ

して様々な課題の解決や新たな価値の創出を促す第４「絆づくりと活力あるコ
きずな

ミュニティ」の形成を図る。

（１）社会を生き抜く力の養成

～多様で変化の激しい社会での個人の自立と協働～

（個人の自立と様々な人々との協働に向けた力）

○ グローバル化や情報化の進展などにより予想を超えたスピードで変化し多

様化が一層進む社会を生き抜くためには，これまでの大量生産・流通・消費な

どのニーズに対応し与えられた情報を短期間に理解，再生，反復する力だけで

はなく，個人や社会の多様性を尊重しつつ，幅広い知識・教養と柔軟な思考力

に基づいて新しい価値を創造したり，他者と協働したりする能力等が求められ

る。

○ 換言すれば，多様な知識が生み出され，流通し，課題も一層複雑化し，一

律の正解が必ずしも見いだせない社会では，学習者自身が，生涯にわたり，自

身に必要な知識や能力を認識し，身に付け，他者との関わり合いや実生活の中

で応用し，実践できるような主体的・能動的な力が求められている。

○ また，日本の中学生・高校生は，諸外国と比べて，相対的に自己肯定感に

乏しいとの調査報告があることにも留意する必要がある。

（東日本大震災の教訓）

○ 特に，東日本大震災を受け，上記の力の中でも，非日常的，想定外の事象

や社会生活・職業生活上の様々な困難に直面しても，諦めることなく，状況を

主体的かつ的確に判断し臨機応変に行動する力やコミュニケーション能力など

の必要性が改めて浮き彫りになった。

（今後の学習の在り方）



○ このような力やそれを身に付けさせるための教育の必要性は，知識基盤社

会への移行を踏まえて課題とされ，ＯＥＣＤが主導し国際合意された「キー・

コンピテンシー」に代表されるように，今や国際的に常識となりつつある。ま

た，我が国において育成を目指してきた「生きる力」や「課題探求能力」など

も，上記の能力と軌を一にするものである。

○ 上記を踏まえた教育の在り方として，今後は，一方向・一斉型の授業だけ

ではなく，ＩＣＴなども活用しつつ，個々の能力や特性に応じた学びを通じた

基礎的な知識・技能の確実な修得や，子どもたち同士の学び合い，さらには身

近な地域や外国に至るまで学校内外の様々な人々との協働学習や多様な体験を

通じた課題探求型の学習など，学習者の生活意欲，学習意欲，知的好奇心を十

分に引き出すような新たな形態の学習の推進が求められる。

同時に，教員の多忙な状況や学校が多大な社会的要求を抱えている現状に十

分意を用い，教科指導等に要する時間を教員が十分確保できるよう，ＩＣＴな

ども活用した校務の効率化や，地域内外の多様な人々との協働を図っていくこ

とが必要である。

○ その際，「何を教えるのか」という視点のみならず「何を修得したのか」と

いう視点が学習者本人にとっても学習を提供する側にとっても求められること

を一層重視する必要がある。

○ あわせて，持続可能な社会の構築という見地からは，「関わり」「つながり」

を尊重できる個人を育成する「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）」の推

進が求められており，これは「キー・コンピテンシー」の養成にもつながるも

のである。

（社会性・規範意識等の育成）

○ また，いじめ等に起因して児童生徒が自ら命を絶つようなことはあっては

ならない。社会性や規範意識，生命の尊重，他者への思いやりなど，子どもの

豊かな人間性を育んでいくことが必要である。

（学校内外の多様な環境からの学び）

○ もっとも，これらの能力や意欲，志，自己肯定感や社会性・規範意識など

は，学校教育における学習を基礎としつつも，多様な人々との協働，異質な価

値観・文化との接触，実生活上の成功体験・失敗体験など様々な体験において

も育まれること等に留意すべきである。このため，学校教育内外において，生

涯を通じてそのような体験が得られるような機会や仕組みを意識的に設ける必

要がある。

○ したがって，本計画においては，上記を踏まえた学習活動が可能となるよ

う，教育体系全体（学校段階間や職業との接続など），教育内容・方法（課題

探求型，協働型・双方向型の学習など），人的条件（教員の資質向上・確保と

合わせ様々な外部人材との協働），物的条件（新たな学びに対応した施設・設

備等），管理運営（コミュニティにおける参画・協働など現場の創意工夫を促

す学校マネジメントや教育行政体制，教育の質の保証を図るための仕組みの構

築など）といった各学習機会における教育諸条件の向上，社会全般にわたる意

識向上に向けた取組を総合的に展開する。

（初等中等教育段階修了までに身につける力とその方策）

○ 新学習指導要領の目指す「生きる力」は，生涯にわたる学習の基礎となり，

あらゆる人々に共通して求められるものである。一方で，前述のとおり，その



育成に向けては様々な課題が存在している。小学校就学前の教育，義務教育段

階，高等学校段階において，学校と家庭や地域社会との連携・協力を推進し，

教育内容・方法，教育環境，教育システムの改善を図るとともに，客観的なデ

ータに基づいた検証改善（ＰＤＣＡサイクルの確立）を行うなど各種方策を通

じて，全ての児童生徒に「生きる力」を確実に育成することを目指す。

○ 高等学校段階にあっては，進学率が９８％に達し，国民的な教育機関とな

っており，個々の生徒の能力・適性・進路等に応じた高等学校教育の改善・充

実や，生徒自ら学習の到達度を適切に把握できる仕組みの検討など，高等学校

教育の質の保証のための取組を推進する。また，実践的な職業教育等を通じ，

多様な若者の自立を支える高等専修学校についても，教育の質保証・向上のた

めの取組を推進する。

（高等教育段階修了までに身に付ける力とその方策）

○ 大学等の教育については，改善のための様々な工夫が進展しているものの，

必ずしも全ての大学等が社会から求められる役割の変化に対応し学生や国民の

期待に応えて十分な成果を出していない，主体的な学びに欠かすことができな

い学生の学修時間が少ないなど，厳しい評価や調査結果が示されている状態に

ある。

○ 予測困難な時代にあって，高等教育段階においては，「生きる力」の基礎に

立ち，①「答えのない問題」を発見してその原因について考え，最善解を導く

ために必要な専門的知識及び汎用的能力，②実習や体験活動などを伴う質の高

い効果的な教育によって，知的な基礎に裏付けられた技術や技能などを身に付

けていくことが求められている。③さらに，グローバル化が進行する産業社会

においては，英語や情報活用能力も不可欠なものとなりつつある。

○ このため，各大学等の方針・役割が多様化している点に留意しつつも，「質

を伴った学修時間の実質的な増加・確保」を始点とした大学教育の質的転換に

向けた各大学の自主的かつ積極的な取組の促進，大学等の教育の質の保証・向

上を図るための条件整備を行うこととする。

（多様な職業生活に応じた柔軟な学習環境の整備）

○ 昨今の雇用・労働をめぐる環境の変化や労働市場の流動性などを踏まえれ

ば，個々人が，自らの希望する多様な職業生活に必要な知識・技能を生涯のど

の時点においても身に付け，能力の向上や職業の選択・変更が可能となるよう

な柔軟な学習環境の整備が必要である。

○ このため，高等学校，大学・短期大学，高等専門学校，専修学校等が多様

化・個性化している現状や，上級学校や各職業分野との円滑な接続にも留意し

つつ，実践的な職業教育の意義を積極的に捉え，その体系を明確にしながら，

各学校段階における職業教育を充実する。併せて，職業生活への移行後におい

ても，必要な知識・技能を継続的に身に付けられるようにするための取組を行

う。

（２）未来への飛躍を実現する人材の養成

～変化や新たな価値を主導・創造し，社会の各分野を牽引していく人材～
け ん い ん

（多様な個性・能力の最大限の伸張）

○ 我が国が，東日本大震災からの復興を成し遂げるとともに，変化の激しい

社会において引き続き成長発展するためには，グローバル化等に対応しつつ新



たな社会的・経済的価値を創出することが必要である。そのために個人の多様

な個性・能力を最大限伸ばし社会の中で生かすことができる教育環境の整備が

必要である。

（基盤としての「社会を生き抜く力」）

○ この視点は，各分野の最先端の場のみならず，身近な生活・地域社会の場

においても必要と考えられ，そのために必要な能力は，特定の人材だけではな

く，全ての人材にとって必要なものと考えられる。このため，あらゆる社会生

活の場面における基盤となる能力として，（１）で述べた「社会を生き抜く力」

の養成を通じた国民全体の水準向上が第一に必要である。

（グローバル社会の中で特に求められる力）

○ その上で，グローバル化が進行する社会においては，多様な人と関わり様

々な経験を積み重ねるなど「社会を生き抜く力」を身に付ける過程の中で，未

来への飛躍を担うための創造性やチャレンジ精神，強い意志を持って迅速に決

断し組織を統率するリーダーシップ，国境を越えて人々と協働するための英語

等の語学力・コミュニケーション能力，異文化に対する理解，日本人としての

アイデンティティなどを培っていく視点も今般一層重要になっているものと考

えられる。

（未来への飛躍を実現する人材の養成）

○ 以上を前提として，本項目では特に，社会全体の変化や新たな価値を創造

し主導するような，イノベーションの推進を担う人材，社会の各分野を牽引す
け ん い ん

るリーダー，グローバル化の中にあって世界のどこにおいても様々な人々と協

働し，自らの意見も主張していけるような人材の養成に着目した目標・具体的

施策を掲げることとする。

（養成にあたって重視すべき考え方）

○ 上記人材を養成するための考え方・方策として，例えば，以下の点を重視

することとする。

・若い段階で海外に出て，外から日本を見る機会を増加させること

・優れた能力と多様な個性を伸ばす環境を醸成すること

・異能の人たちの融合を生みやすい環境を構築すること

・既存の枠，常識にとらわれない，多くの価値観から生まれる高い志を持つ多

様な背景の若者たちが切磋琢磨する場を構築すること
せ っ さ た く ま

・共通の視点として，人権尊重や社会貢献の意識が根底になければならないこ

と など

○ 特に，学生たちに深い専門性を培わせることを使命とする高等教育機関が

果たすべき役割は極めて大きい。海外留学の促進や外国人留学生との学び合い

・協働，大学等の国際化や質の高い大学院教育の提供，秋季入学に向けた環境

整備などを，産学官が一体となって，積極的に推進していく必要がある。

○ なお，各方策を検討するに当たっては，教員の職務の状況・在り方や，外

部の優れた人材の活用が欠かせないこと等を踏まえる必要がある。


